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序論 

 

日本社会の「内なる国際化」が叫ばれるようになって久しい。９８年末現在、

日本には外国人登録により１５１万の外国人がおり、全国の各自治体において

「住民」として生活を営んでいる。しかし、自治体が彼ら外国人を地域の住民

としてとらえ、日本人と同様の権利を保障していくまでには長い年月を要した。

行政は、外国人が日常的におかれている被差別の状態を認知せず、従って彼ら

に対する施策への取り組みに対しても長い間放置したままの状態であったので

ある。外国人住民に対する自治体の施策は、外国人住民自身の強い働きかけに

よって実施されてきたものが多いのである。 

 

川崎市は外国人住民施策に先駆的に取り組んできた自治体である。それは第二

次世界大戦中、当時日本の植民地であった朝鮮半島から多数の労働者が来日し、

京浜工業地帯の建設に携わってきた歴史的背景と深い関係がある。また、７０

年代から８０年代にかけては「人間都市・川崎」を唱えつづけた革新市長のも

と、外国人市民への国民健康保険の適用や外国人登録法の指紋押捺の問題解決

などに取り組んできた。この論文では、１９６０年代から１９９０年代にかけ

ての神奈川県川崎市における外国人住民施策の形成過程を、自治体の政策転換

に関するいくつかのモデルを用いて分析していく。 

 

第一部  モデルの説明  

 

川崎市における外国人住民施策の進化の過程を分析するにあたって、以下のモ

デルを利用する。一つはキャンベルの「政策転換の理論」、「政策形成のアリー

ナの理論」「政策推進機能の理論」の３モデルである。また、ヘクロの「一種―

ネットワークの理論」をキャンベルの「政策形成のアリーナの理論」と合わせ

て利用する。最後に、田尾の「自治体におけるポリティカルマネージャーの理

論」を使用する。以下に、これらのモデルについて説明していく。 
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１：キャンベル「政策転換の理論」 
 

キャンベルの「政策転換の理論」とは、政策の転換が政策決定者たちのどのよ

うな「アイディア」と「エネルギー」のもとで行われたかを「分類」するもの

である。ここでアイディアとは問題の認知や解決策の模索などを意味し、エネ

ルギーとは、参加者の活動や選択機会などを意味する。そしてキャンベルは、

アイディアの関与、エネルギーの関与、その両方の関与、その両方の無関与に

よる政策決定のパターンを４種類に分けて想定している。このモデルは、政策

転換におけるアイディアとエネルギーの関与をマトリクスを用いて「分類」す

るものである。そのため、個々の政策転換において、政策形成のアクター間が

どのようにインターアクトしたか、また、そうしたインターアクションがどの

ような結果をもたらしたかといった「ダイナミクス」を分析するものではない

ことを事前に述べておく。以下に、その４類型を説明していく。 

 

１－１：認知型 

 

まず第一に、エネルギーの関与がなく、アイディアの関与のみがある場合を「認

知型」と呼ぶ。これは、問題解決としての政策転換である。そこでは、「最重要

課題」が選ばれ、一定の基準に従って、「最善策」が講じられるのである。ここ

では、何を「最善」とするかは政策決定者間の議論において決定され、各々の

参加者が従来持っている権力については特に重要視されない。 

 

１－２：政治型 

次に、エネルギー、アイディア両方の関与がある場合を「政治型」と呼ぶ。こ

れは、紛争としての政策転換である。各々の参加者は異なる目標と選好を有し

ており、他の参加者に従属することのない力を備えている。この過程は勝負や

交渉によって決定されるが、結果は参加者の相対的な権力関係に依存している。

ここで言う参加者とは、官僚や政治家、政党や派閥、省庁、利益団体といった

集合体、階級や地域、世代といった広範な社会集団を意味する。 

 

１－３：偶然型 
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第三に、エネルギーの関与のみがあり、アイディアの関与がないものを「偶然

型」と呼ぶ。これは、文字通り「偶然」としての政策転換である。選択機会は、

ある状況を改変するエネルギーの高まりによってもたらされ、何らかの機会に

際して政策転換が起こるのである。このエネルギーは特定のアイディアに確固

として結びつくものではなく、あらゆる脈絡のないアイディアが選択機会に投

げ込まれ、問題を解決すると否とに関わらず、その中から解決策が採用される

というものである。 

 

１－４： 慣性型 

 

最後に、エネルギーもアイディアの関与もない政策転換を「慣性型」と呼ぶ。

これは、いわゆるルーティーンとしての政策転換である。組織には自己の活動

を自ら決定づける標準作業手順（SOP）が必然的に内在している。意思決定者は、

過去の前例や規則に則った形で意思決定を行うのである。 

 

２：キャンベル「政策形成のアリーナ」の理論およびヘクロ「イッ
シューネットワーク」の理論 

 

キャンベルはまた、政策転換が起こる「空間」という概念の重要性について指

摘している。この空間を、キャンベルは「アリーナ」と呼んでいる。 政策転換

は２種類のアリーナにおいて行われる。一つは政策の専門家、政策受益団体な

ど、その政策に密接な利害関係などを持つ人々によって構成された専門アリー

ナであり、もう一つは世論やマスメディアなどの比較的不特定多数から成る一

般アリーナである。 

 

２－１：キャンベルの「専門アリーナ」の理論 

 

専門アリーナは、官僚機構や各種の諮問委員会などのように目に見える形で存

在する場合もあるが、一方で構成員の出入りやそれによる人数の増減が比較的

頻繁に行われたりする場合もある。いずれの場合においても、専門アリーナで

は、狭い範囲において一連の問題と解決策が繰り返し議論されている。たいて

いは専門アリーナでは政策領域ごとの話し合いがなされる。それは例えば教育、
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農業、福祉といったものであったり、外国人住民の地域社会への参画といった、

より限定的な場合もある。こうしたアリーナは、参加者とアイディアの相互作

用が生じる場となるのである。 

 

次に、このアリーナの参加者を個別具体的に見ていくことにする。キャンベル

は、代表的な参加者として、官僚機構、政策受益団体、学識経験者、シンク・

タンクなどを挙げている。これらの参加者は当該の政策領域に関する関心を共

有していて、会議や討論を通じて対立や強調を重ね、特に政策転換が起こりそ

うな時には更にその度合いを高める傾向にある。それぞれの参加者はお互いに

利害調整を行う関係にあり、良い政策に対する合意や、インサイダーにとって

最も有利な政策についての合意がある場合は一致団結して、アウトサイダーが

内部情報を全く把握できない、または権利を行使できないようにすることがで

きる。これは、アメリカ政治などに見られる「鉄の三角形」と呼ばれる関係で

ある。 

 

キャンベルはアリーナの概念を用いることによって、参加者はお互いに対立す

る傾向にあることを示しているが、同時に、非常に対立的なアリーナにおいて

も「いかなる問題が重要であるか」また、「いかなる解決策が検討に値するか」

といったパラダイムは参加者間で共有可能であると述べている。そして、対立

や協調といった密接な相互関係を繰り返す中で、その政策領域の大部分が決定

されていくのである。 

 

２－２：ヘクロの「イッシューネットワーク」の理論 

 

次に一般アリーナの説明をする前に、ヒュー・ヘクロのイッシュー・ネットワ

ークの理論についても若干ふれておきたい。ヘクロは、政府の意思決定過程が

かつての「鉄の三角形」とは変わってきていると述べている。それは、政府の

政策決定の規模が拡大し、問題がより複雑化し、政策決定に関わる人間どうし

の相互依存が深まったことによるためである。以前であれば、政府の役割は「政

策を実行すること」に最重点が置かれていたが、現在では政策を形成する以前

に「何が問題なのか」を的確に把握し、「その問題に詳しい人は誰か」を幅広い

人材の中から選び出すことが最重要となりつつある。また、複雑な問題になれ
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ばなるほどより多くの人がイッシュー・ネットワークに関わるため、ネットワ

ークは常に流動的で、どこからどこまでが厳密な「関係者」とは言えないのが

特徴であるとも述べている。 

 

２－３：キャンベルの「一般アリーナ」の理論 

 

では次に、またキャンベルの理論に戻って、一般アリーナの説明を行う。一般

アリーナの参加者は、世間やマスコミ、大規模利益団体、財政当局、政党、政

治家集団、影響力のある個人といった大規模な社会集団である。ここでは、全

般的な意思決定がなされるが、最高決定というわけではない。また、参加者が

バラエティーに富んでいることから、ここでは最大公約数的な政策領域に関心

が集まる。また同様の理由から意思決定にはより多くのエネルギーが必要とさ

れるのである。そのため、ここで行われる意思決定は「より偶然的であるか、

認知的でない可能性が高い」とキャンベルは述べている。 

 

３：キャンベル「政策推進機能」の理論 
 

キャンベルはまた、政策転換における政策推進役の重要性についても述べてい

る。上記の「政策転換の理論」が、政策転換のパターンを分類するものであっ

たのに対し、「政策推進機能」は、個々の政策転換がどのようなダイナミクスの

もとに行われたのかを分析するツールとなる。 

 

政策に関する具体的なアイディアやエネルギーは、全て、政策決定に何らかの

形で関わりを持つ「人間」が持っているのであり、この人間的要素を除いては、

政策転換の理論は非常に抽象的なものとなってしまうからである。政策転換が

スムースに図られるためには、推進役の活躍が不可欠となるのである。また、

推進役の活動を追っていくことで、政策転換が単なる無機的、事務的プロセス

の中で突発的に生じたものではないことが分かる。それはむしろ、様々な社会

状況の変化を受けながらも、施策の実現にねばり強く取り組んできた政策推進

役の活動の産物であることが分かるのである。 

 

４：田尾「自治体におけるポリシーマネージャー」の理論 
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キャンベルの政策推進機能理論は、政策転換における「推進役」の動きに焦点

を当てたものであった。田尾雅夫氏の「自治体におけるポリシーマネージャー」

の理論はそれを補佐する理論であるとも言える。すなわち、自治体でイノベー

ティブな政策が実行されるには職員（特に管理職）が自己革新を図らなければ

ならないというものである。この自己革新こそが、「推進役」となりうる自治体

職員を生むのである。 

 

田尾氏は著書「行政サービスの組織と管理」の中で「組織開発の要点」として

以下の点を挙げている。田尾氏は、自治体においては管理職に当たる職員が「動

き出さない限り、自治体の組織革新はありえない」と述べている。そして、管

理者が問題解決に際して有効に機能するためには、以下のような特性を身につ

けることが望ましいと述べている。 

 

４－１：「曖昧さへの耐性強化」 

 

まず第一に、曖昧さへの耐性の強化である。自治体の管理者を取り巻く状況は

往々にして確実性が保証されていない。住民の意識や首長、議会の意向、国の

政治経済の状況に、自治体の活動は大きく依拠し、同時に拘束されているから

である。そうした中で、状況のニーズを確実に読み取り、対策を提示できる機

会は稀である。判断を保留したり、成り行きを見守らなくてはならない場合も

多い。そうした中で、管理者には「状況の不確実性をそのまま受容し、その曖

昧さを、内に抱え込んでなお判断をとどめ行動を控えるいう意思決定の技術に

巧みである」ことが望まれる。ゴールドスタインとブラックマン（１９８２）

によれば、「曖昧な状況に耐えられない人ほど、物事を権威主義的に考え、その

ように行動する」という指摘がされている。管理者が、曖昧さによく耐えられ

ることは、住民や関係団体からの多重で複雑に絡み合ったニーズによく対応で

きることを意味し、組織全体としてのニーズへの「感受性」を高めることにな

る。 

 

４－２：「行動ソースとしての専門性の強化」 
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次に、田尾氏は「行動ソースとしての専門性の強化」が必要であると述べてい

る。自治体は人の組織であり、あくまでも個々人の中に蓄えられた知識や技術

を用いて組織の目標達成に活かすことから始まるのである。そのことから、管

理者には、個々人の知識や技術を最大限活かせるような人的ネットワークを取

り結ぶ役割が望まれる。この人的ネットワークの形成には、管理者の交渉能力

が不可欠である。住民や関係団体、あるいは中央官庁を相手に、その自治体全

体にとって最も良い解決策が生まれるような説得ないしは交渉を行う能力であ

る。一方で、自治体が住民サービスに向けられる資源は慢性的に不足している

ことから、管理者は上記のような人的ネットワークを用いて、様々な資源を有

効に組み合わせ、問題解決にあたることが望まれる。 

 

４－３：「ポリティカルマネージャーへの自己革新」 

 

最後に、「ポリティカルマネージャーへの自己革新」が、自治体の管理者には

望まれていると田尾氏は述べている。これは、自治体においては、地域の問題

を多角的に見通すことのできるゼネラリストの育成に力点が置かれていること

と関連している。自治体の抱えている問題の多くは利害関係が複雑に絡み合う

もので、一方的な立場のみからの解決は困難であり、長期的な視野のもとに解

決に当たらなければならないのである。前述のような、プロフェッショナルな

説得のノウハウを修得することは、専門家としては重宝されるが、それだけで

はただ「器用で使い出がある」だけの人材になってしまう。そのノウハウをど

のような状況下で、どのように活かすかの判断ができることが、管理者に望ま

れるゼネラリストとしての視野の持ち方である。 

 

しかし、単に「ゼネラリスト」であっても十分ではないと田尾氏は追加してい

る。地方自治体を取り巻く状況は前述の通り不確実性に満ちており、首長や議

員の決定をそのまま履行すれば事足りることは少ない。むしろ、それを実施す

る過程において、決定がなされる以前に想定していた事態が変化していること

が多い。こうした状況の変化に合わせながら、判断の選択肢を管理者自らが設

定し、行動することが多くあるのである。こうした自由裁量を、状況に応じて

効果的に行える管理者は単なるゼネラリストの域を超え、ポリティカルなマネ

ージャーとしての役割を担っていると言える、と田尾氏は述べている。そして、
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単なるゼネラリストから、ポリティカルマネージャーになるためには、どのよ

うな条件が必要とされているのかについて、田尾氏は以下の様に述べている。 

 

４－４：ポリティカルマネージャーとしての要件 

 

ポリティカルマネージャーに必要とされている能力は、状況の変化を的確にと

らえ、その都度柔軟に最も効果的な対処を行っていくことである。その能力を

養成するためには、「管理者を取り巻く状況に関する情報のシステム化」が必要

であると田尾氏は述べている。これは、様々な文書であり、一方では、自治体

の内部外部を問わない、よりソフトな人間関係のことでもある。情報の取得と

ポリティカルなパワーの強度は相関関係にあることから、管理者が、意味のあ

る情報を多く入手できる立場にいられれば、進んで組織の革新も可能になるの

である。また、そうした人的ネットワークの育成のためには、自らスタッフの

育成を心掛けなければならないとも述べている。 

 

この２つの理論モデルを用いて、第３章において川崎市の外国人住民施策の発

展の過程分析を行っていく。 

 

第２部 １９６０年代から１９９０年代までの外国人施策

の歴史 

川崎市の外国人住民施策についての分析を行うにあたって、いくつかの事前知

識及び用語の定義が不可欠となる。ここでは、日本に住む外国人の法的地位や、

来日の経緯についての歴史を簡単に述べておきたい。 

 

１－１：在住外国人についての２つの統計 

 

日本に住む外国人についての統計は主に二種類ある。一つは外国人登録法に基

づく外国人登録数のデータで、もう一つが出入国管理および難民認定法（以下、

入管法）に基づく出入国数のデータである。 
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まず、外国人登録であるが、これは外国人住民自らの居住自治体において行わ

れ、登録すると外国人登録証明書が交付される。１６歳以上の外国人はこの証

明書の常時携帯を義務づけられ、不携帯が見つかった場合は２０万円以下の罰

金、官憲への提示拒否の場合は「１年以下の懲役もしくは禁錮または２０万円

以下の罰金（併科も可）」が定められている。また、９３年に法改正が行われる

までは、１６歳以上で１年以上在留する全ての外国人は登録に際して写真の提

出とともに指紋押捺の義務があった。外国人登録は、在日外国人の居住に関す

るデータとなり、「静態」を把握するものである。 

 

次に、入管法についてであるが、これは全ての外国人を２８種類の「在留資格」

に分類し、それぞれに応じた「在留期間」を設けて管理する仕組みとなってい

る。その事務を掌握しているのは法務省入国管理局であり、その下にある各地

方入管局（８局、４支局のほか各出張所）が具体的な処理を行う。処理の中に

は「強制退去」なども含まれる。（巻末資料①参照）ここでは在留資格の大まか

な区分のみ説明しておく。２８種類の在留資格は、まず２つに大別される。「一

定の活動を行うためのもの」と「活動に制限のないもの」である。前者は更に

３分割され、「就労が認められる資格」、「就労が認められない資格」、「就労許

可は個々の許可内容によるもの」となる。入管法は外国人登録法に比べて、出

入国数などの「動態」を把握するデータである。 

 

１－２：オールドカマーとニューカマーについて 

 

次に、こうした在留資格と併せて、オールドカマーと呼ばれる外国人とニュー

カマーと呼ばれる外国人についての説明を行いたい。まずは、オールドカマー、

または「在日」と呼ばれる外国人についてである。彼らは主に大韓民国（韓国）、

朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）などの、日本の旧植民地出身者である。（一

部、台湾出身者も含まれる。）１９１０年の日本の韓国併合後、３８年の国家総

動員法に基づいて多くの朝鮮人労働者が、逼迫する国内の労働力の供給源とし

て日本国内の重要産業（石炭鉱山、金属鉱山など）へと移出されたのである。

移出の方法としては「募集」「官斡旋」「国民徴用令」に基づくものなどがあっ

たが、これらの方式により３７年から４５年までに約１２５万人の朝鮮人が産

業に追加投入された（E.W.ワグナー「日本における朝鮮少数民族」による）と
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言われている。日本の敗戦に伴い、大多数の在日朝鮮人が帰国した。敗戦当時

の在日朝鮮人は約２３０万人と言われ、その内の１７０万人が帰国の途に着い

た。しかし、３６年間にわたる植民地支配の結果、朝鮮半島は政治的・経済的

にも混乱しており、疫病が流行し、生活基盤が未整備であったことなどからも

約６０万人の朝鮮人は戦後も日本に留まらざるを得なかった。彼らとその子孫

が現在の在日韓国・朝鮮人である。 

   

次に、ニューカマーと呼ばれる人々について説明したい。彼らは、８０年代半

ば以降、就労、就学、国際結婚などにより来日した外国人である。当時の日本

は、円高による国際的な経済競争力が強まる中で労働力の不足が慢性化してい

た。そこで、かつて移民として送り出した人たちを「日系人」労働者として受

け入れるようになったのである。また、彼らの国籍は様々であるが、日系人と

して就労しているのは主にブラジル、ペルー出身者である。また、就学生とし

ては中国出身者、国際結婚ではフィリピンやタイの出身者が多い。 

 

オールドカマーとニューカマーは、同じ外国人であっても、来日した経緯など

の違いから、法的地位や日本社会への根付き方に大きな違いが見られる。オー

ルドカマーの元の在留資格は、１９５２年の「ポツダム宣言の受諾に伴い発す

る命令に関する件に基づく外務省関係諸命令の措置に関する法律（略称：法１

２６の２の６）」である。条文は「別に法律によって定められるまで、在留資格

を有することなく日本に滞在することができる」となっている。この資格を持

つ親から生まれた子どもは、旧入管法でいう「特別永住者」となり、３年の在

留資格が与えられた。この制度は１９６５年の日韓条約の締結により、「協定永

住」という制度に改められた。３年のみの在留から、親子二代に限り永住が認

められたのである。しかし、これはあくまで日本と韓国の二国間の条約であっ

たために、「朝鮮国籍」の人には依然「法１２６の２の６」が適用されていた。

次に制度改正が行われるのは８２年の難民条約の発効時＝入管法の改正時であ

る。これにより「特例永住」という制度が設けられた。しかし、これも内容的

には「協定永住」と殆ど変わらず、三代目以降は「特別在留」という不安定な

立場に置かれていたのである。これが完全に撤廃されるのが９１年の日韓法的

地位協定に基づく協議に関する覚え書き（略称：日韓覚え書き）を受けて出さ

れた「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に



 13

関する特例法（以下、入管特例法）」である。これにともなって、「法１２６」、

「法１２６の子」、「協定永住」、「特例永住」者はいずれも、申請により無条件

で永住を許可されたのである。彼らは入管法では「活動に制限のない在留資格」

を持っていることになる。 

 

２：川崎市の外国人住民に関する歴史的背景 
 
川崎市に住む在日韓国・朝鮮人の多くは、戦前、日本を代表する京浜工業地帯

で朝鮮半島から募集、徴用、強制などにより工場労働者として働いていた人お

よびその子孫である。かつては、市内の在住外国人の多数派であった彼らも、

８８年の入管法改正以降、多数のニューカマーが移住してくる中で、市の外国

人人口約２万人（１０２カ国）の内、ついに５０％を割り込んだ。ニューカマ

ーの比率は、微増ではあるが年々高まる傾向にある。 

 

２－１：川崎市の歴史と外国人労働者・１９１０年～２０年代 

 

今日、川崎市には約１万人の在日韓国・朝鮮人が在住しているが、その内約半

数の人々は京浜工業地帯の南部に集住している。その原因を探ってみると、大

正初期、１９１０年代に始まる京浜工業地帯の発達史と深く関連していること

が分かる。そしてまた、関東大震災の翌年にあたる１９２４年から市政が施行

された川崎市の発達史とも重なり合っているのである。 

 

１９１２年、浅野総一郎によって始められた広大な干拓地に、日本鋼管（現・

ＮＫＫ）が土地を求め工場建設に着手した。朴慶植氏の「在日朝鮮人関係資料

集」第一巻所収の内務省警保局資料によると、この当時神奈川県全体には８２

名の朝鮮人が在住していた。（注：。三一書房）日本鋼管の進出に前後して、富

士瓦斯紡績、鈴木商店（現・味の素）、東京電気（現・東芝）、改良豆粕と工場

建設が相次いだ。１９１７年には東京府深川から浅野セメント（現・第一セメ

ント）が田島村に工場を建設するというように、建設ラッシュであった。 

 

１９１９年には川崎町、稲城村間に鉄道を敷設するため、多摩川砂利鉄道（株）

が設立された。２年後には南武鉄道と改称されるが、これはその名の通り、多
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摩川で採取した砂利を運搬するための鉄道であった（現・南武線）。この頃すで

に多摩川の砂利採取人夫として朝鮮人がいたと考えられている。１９２０年の

米騒動の後、川崎町堀之内に労働者の宿泊・職業紹介を兼ねた川崎社会館（現

在の市労連会館の辺り）が設立され、毎月の利用者１０００人のうち、２０～

４０名が朝鮮人であったという。このように、川崎における朝鮮人は、京浜工

業地帯の立ち上げ時期より在住し、工場建設のための人夫や土方といった労働

に従事していたのである。 

 

１９２３年９月１日に関東大震災が発生した折、京浜地方一帯に朝鮮人の暴動

をまことしやかに伝える流言ひ語が飛び交った。しかし平常から朝鮮人労働者

を多数使用していた請負業者の中には、朝鮮人に暴行を加えようとする群衆を

押さえて急場を救った者が少なくなかったという。川崎市史、神奈川県史の、

関東大震災についての記録からは、この頃川崎南部には既に数百人単位で朝鮮

人が在住していたことが分かる。また、朝鮮総督府庶務部調査課が偏した「阪

神・京浜地方の朝鮮人労働者」（１９２４年）によれば、震災の年の１２月末現

在、日本鋼管一社だけで１３人の朝鮮人が雇用されていたと記録されている。 

 

震災の復興に寄与したのもまた、朝鮮人労働者であった。震災復興の過程で不

燃建設の材料としての砂利需要が増大した。まだ機会掘りがさほど普及してい

なかったこの時期、河原で直接砂利を採掘するきつい労働の大半は朝鮮人労働

者によって担われたのである。また、震災の復興が一段落する１９２５年には、

鶴見総持寺あたりから海岸沿いに海岸電気軌道が敷設された。これは、日本鋼

管や浅野セメントに通勤する労働者を運ぶためのものであった。この電気軌道

の海側は、干拓が進められてはいたものの、一面葦原であったという。この葦

原の一角、現在の池上町集落のあたりに朝鮮人が数個ずつ在住し始め、朝鮮人

労働者は震災前以上に急増していったのである。１９３０年の国勢調査によれ

ば、神奈川県在住の朝鮮人合計数は１３１７８人（男子９４５２人、女子３７

２６人）となっている。 

 

２－２：川崎市の歴史と外国人労働者・１９３０年～５０年代 

 

１９３１年の満州事変勃発に伴い、京浜工業地帯は軍需生産の増大に湧いた。
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それに伴って、市の人口も増加の一途を辿っていくようになる。次々と拡張さ

れる工場の建設は、人口増加を生み、その結果として住宅の不足を生んだ。そ

のため、田島地区には急ごしらえの住宅が無計画に建てられ、多くの飯場や寄

宿舎が建てられるようになった。１９３９年の日本政府の閣議決定による、朝

鮮人労働者の強制連行が「募集形式」によって始められると、日本鋼管はわず

かな人家があるのみであった池上町一帯を買収し、軍需工場（現・京浜製鉄所、

六管工場）の建設に着手した。川崎市在住の朝鮮人数は一気に５３４３人にな

っていく。日本鋼管以外にも、日本金属、日本治金、日本鍛工、古川鋳造、富

士電機製造、日立造船、昭和電工、三菱造船所など、川崎、横浜両市の京浜工

業地帯に多くの朝鮮人労働者が徴用されていった。 

 

 

２－３：川崎市の歴史と外国人労働者・１９３０年代～５０年代 

 

１９４５年の日本敗戦に伴い、多くの在日朝鮮人労働者が帰国したが、一方で

残る者もいた。４５年５月の川崎大空襲で丸焼けとなった浜町のセメント通り

一帯も、残留した朝鮮人の手によるバラック小屋が建ち始め、どぶろく小屋も

２軒ほど店を開いた。池上町の産業道路沿いの地区は、戦時中は軍需産業一色

の京浜工業地帯で働く日本人従業員の社宅が建っていた。敗戦後、こうした従

業員らが郷里に引き揚げ、空き家になっていたところに、粗末なバラック小屋

で雨露をしのいでいた朝鮮人労働者が移り住んだ。こうして、戦前よりあった

池上町（旧桜本三丁目）や現在の桜本二丁目（旧池上新田中留耕地）、そしてセ

メント通りを中心とする浜町に朝鮮人が多住するようになったのである。 

 

 

３：１９６０－７０年代の川崎市の外国人住民をめぐる動き 

 

６０年代当時、川崎市の外国人住民はほぼ全員がオールドカマーであった。こ

の時期を端緒に、彼らに対する権利保障が徐々になされるようになるのである

が、それはこの時期に顕著であった全国レベルでの革新首長・自治体の誕生と

深い関わりがある。 
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３－１：革新市政の発足 

 

６０年代後半から７０年代初頭にかけては全国各都市で革新市長が次々と誕

生した時期であった。横浜市の飛鳥田一雄市長（６３年４月当選）、東京都の美

濃部亮吉知事（６７年４月当選）、鎌倉市の正木千冬市長（７０年９月当選）、

藤沢市の葉山峻市長（７２年２月当選）などがこれら「革新メガロポリス」の

代表者である。川崎市においても、住民の公害闘争を発端に、発生源企業の労

働者が先頭に立って、市民と手を取り合って革新市長擁立に動いた。共産党は

粘り強く社会党に統一候補の選出を働きかけると同時に、労組や市民団体も両

党に統一実現の要請を繰り返し行った。労組側は、全国金属池貝鉄工や川崎化

成、東亜石油、新東洋ガラス、富田電機、ゼネラル石油などが社共両党に統一

の申し入れを行い、全市域の労組にも統一支持を呼びかけた。選挙２ヶ月前と

いう差し迫った時期であったが、各組合の精力的な取り組みで賛同組合は増え

ていき、最終的には総評、同盟、中立労連、中立系などを含め、全体で約２０

０労組が統一を支持した。一方、市民運動の側も、主婦らの婦人団体を始め、

演劇や文学などの文化団体、平和委員会などの民主団体が社共両党に統一要請

を行った。この運動で、市民各階層に「統一気運」が盛り上がり、川労協も社

共統一に取り組み、内部分裂していた社会党が統一候補選出を決めた。公示ま

であと４０日となった３月５日、川崎市労連委員長の伊藤三郎氏が革新統一候

補に決まり、７１年４月の選挙において、七選を目指した自民党の金刺市長に

５万票差の２２万５０７３票を得て圧勝した。 

 

３－２：幻の「川崎市都市憲章」条例案 

 

６４年には「全国革新市長会」が結成された。引き続き、革新町村長会も結成

された。７３年には革新市長会に加盟する都市は、全都市の約３割の１３１都

市にも及んだ。こうした革新市長のネットワークからは、国の政策より一歩も

二歩も先を行く政策の提言が行われてきた。中でも、伊藤市長と学識経験者（座

長：小林直樹・東京大学法学部教授（当時））らが提案した「川崎市都市憲章」

は、仕事場や学校など日々の生活の場で差別に苦しんでいた市内の外国人住民

に、大きな期待を抱かせたものであった。この憲章は、産業優先の政策を改め、

川崎市民が人間性豊かで平和な暮らしを送れるような「人間都市・川崎」の創



 17

設を唄ったものである。ここでの「川崎市民」の定義は、原案の第１３条では

「川崎市に住む全ての人」（国籍とは無関係）となっており、この点が外国人住

民に制度的差別解消に向けての期待を持たせたのである。しかしこの原案は、

自民党の強い反対にあった。改正案の１３条では「法令に定める例外を除き」

という制限文が加えられ、その改正案も３回市議会にかけられたが、結局否決

され、実現に至らなかったのである。 

 

４：外国人住民の働きかけ～桜本保育園の創設から民闘連の 
結成まで～ 

 

４－１：桜本保育園の創設 

 

６０年代半ば以降は、池田首相主導のもと、日本が高度経済成長期に突入して

いた時期でもある。川崎市でも共働きや、母親がパートに出る家庭が増え、そ

の子ども達を日中預かる保育園が必要とされていた。そうした中、６９年に、

在日大韓基督教川崎協会の李仁夏（イ・インハ）牧師（＝川崎市外国人市民代

表者会議・現議長）が教会堂を解放して、無認可の桜本保育園を創設した。桜

本とは、在日韓国・朝鮮人の多住する川崎市の一地域である。桜本保育園では

「すべての子どもたちの人格・個性の育成の尊重」という理念のもと、日本人

と在日韓国・朝鮮人、障害を持つ子どもが共に教育されている。また、李氏自

身も、自分の子どもをある幼稚園に入所させる際に、園長から民族差別的な発

言を受けた経験があり、そのような差別のない保育園を創ることを思い立った

のである。その一環として、在日の園児と保護者に対しては説得を通じて、そ

の当時一般的であった通称名の使用から本名を名乗るための運動を展開してい

った。６０年代は、米国で公民権運動があり、その影響から在日のキリスト教

教会も、「キリストに従ってこの世へ！」のスローガンのもと、差別撤廃などの

社会変革、社会参画へと活路を見いだした時期であった。桜本保育園での通名

通学の試みは、そうした流れにも後押しされていた部分があると言えよう。通

名通学が定着していくまでには、民族差別を経験した在日の親たちや、とにか

く子どもを預かってもらいたいと思っていた日本人の親たちの抵抗感など、意

識変革の上で多くの課題が伴った。けれども、保育園側の人権尊重の理念が次

第に浸透していき、保護者会などの場を通じて徐々に相互理解が達成されてい
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った。 

 

４－２：青丘社の設立と外国人住民の権利保障獲得にむけての動き 

 

 その後、李氏は７３年に社会福祉法人「青丘社」（せいきゅうしゃ）を設立し、

外国人住民の権利保障獲得のための様々な活動を展開した。それまで外国人に

は認められていなかった児童手当の給付（７５年）や、公営住宅の入居の国籍

条項の撤廃（７５年）などである。これらは、同年の第一回市議会定例会で審

議にかけられ、採択されたものである。その経過の詳細は、以下の通りである。

まず始めに、民生局の所管事項として議案第１２号「川崎市児童手当支給条例

の一部を改正する条例の制定について」が審議された。これは市に外国人登録

をしている人に児童手当を支給するために制定するものであり、新たに支給の

特例に関する１条を加え、支給対象の拡大に伴う支給要件、支給の認定、支給

額、支給方法その他の手続きについては児童手当法の例によるものとするとい

う案であった。この議案提出と同時期に、李仁夏氏をはじめとする数百名が中

心となって２つの請願を行った。一つは請願６４３号で「在日韓国（朝鮮）人

に対する児童手当と市営住宅入居の資格付与とその承認に関する請願」であり、

もう一つが請願６５０号で「在日韓国（朝鮮）人に対する児童手当と市営住宅

入居の資格付与とその承認について国に対し意見書を提出することに関する請

願」であった。これら２つの請願は、共に第３，第４委員会に付託された。（後

に第３委員会に一括された。） 

 

４－３：議会と市職員の反応 

 

 結果は、議案第１２号、請願６４３号、６５０号ともに「可決」「採択」で

あった。第３委員会の報告担当者であった沢入議員は、議案第１２号の委員会

内での審議過程において、議員からの質問に対して担当職員が述べた重要なコ

メントを２点報告している。まず一つは、「他の各種（社会）制度全般について

も、取捨選択をした上で段階的に（適用を）広げていく考えがあり、日本人並

みにしていく」こと、２点目は「この制度は市が国に先駆けて行うものであり、

財源は１００％市が出すが、対象範囲も限られており、すでに東京や横浜での

実施事例もあることから、今後市が国に起債や補助金申請をする際にも問題は
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生じないであろう」というものである。これらの点から、革新市長下での市職

員が外国人住民施策の推進に力を置いていたことが分かる。そして、議案第１

２号は全会一致で可決された。また、請願については、６４３号は議案第１２

号が可決されたことにより願意が叶えられたものとされ、６５０号についても

願意を踏まえて意見書が提出されることとなった。 

 

この請願の採択に関し、自民党川崎市議団の塚原議員は定例議会内の各党派の

代表討論で以下のように述べている。すなわち、市営住宅の入居は日本人にと

っても大変ハードルが高いものであり、市民が困窮している現状は批判に値す

る。外国人の入居に関する国籍条項の撤廃の是非は別にしても、外国人が入居

する、ないしは、した場合は委員会に報告があるべきではないだろうか、と。

自民党は今現在も、外国人住民の地方参政権付与などに対して消極的立場をと

り続けているが、この塚原氏の発言もその流れに沿ったものであると考えられ

る。 

 

一部このような発言はあったものの、議案第１２号、請願第６４３号、６５０

号は全て可決ないしは採択された。そして、こうしたやりとりの中から、外国

人住民と市役所職員との間に、外国人住民の権利保障に関しての共通認識や、

共に改善を目指すための人的ネットワークが徐々に生まれていったのである。 

 

４－４：７０年の日立就職裁判 

 

７０年１２月に、一つの裁判がスタートした。日立就職裁判である。この裁判

は、在日韓国・朝鮮人が制度的差別のもとに生活を余儀なくさせられているこ

とを、改めて全国に知らしめる結果となった。この裁判は、愛知県生まれで当

時高校３年生であった朴鐘碩（パク・チョンソク）氏が日立製作所の採用試験

に合格しながら、在日朝鮮人であることを会社側が知った後に、内定を取り消

された事件についてのものである。この事件は、朴氏と同世代であり、当時、

学生運動に熱心であった日本人の若者を支援者として巻き込んでいくことにな

った。学生運動をしていた彼らは、日米安保などの国レベルの問題には詳しか

ったものの、日本社会に根深く存在していた日常的差別の問題については知ら

なかったのである。入国管理法がそのやり玉に挙がっていた矢先にこの裁判が
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始まったのである。彼らは支援グループ「朴君を囲む会」を作り、この裁判に

関わっていくようになる。また、朴氏の弁護士を探す過程で、川崎市の青丘社

と知り合うのである。そして、一審では敗訴したものの、７４年には全面勝訴

（解雇無効、判決確定までの未払い賃金の支給、原告の請求全額分の慰謝料支

給）に至る。 

 

 この裁判が多くの日本人青年の支持を受けたのは、当時の社会状況にも起因

している。６９年３月に法務省は「入管法案」を提出した。これは、反ベトナ

ム戦争を背景とした社会変動と重なり合っていくのである。ベトナムやその他

の国からの留学生や青年達は反戦を唱えて、「ベトナムに平和を！市民連合（ベ

平連）」などに参加していたのだが、留学生にはいかなる政治活動も認められな

いとして文部省から奨学金の打ち切りを通告された事件があったのである。民

主主義を掲げる日本で、祖国の平和を願う留学生の活動を法的に制限し、「奨学

金打ち切り」のような制裁まで加えたこの事件を通じ、日本の若者は次第に、

日本社会における外国人への差別の問題や、入国管理法の問題に目覚めていく

ようになる。 

 

４－５：民族差別と闘う連絡協議会（民闘連）の発足  

 

日立裁判で集まった有志が７５年、「民族差別と闘う連絡協議会（略称：民闘

連）」を結成する。これは全国組織であるが、個々の支部が、身近にある具体的

な差別を発見し、相互に連携し合いながら数多くの差別の撤廃に挑戦していく

ことを目指した。各自治体の公営住宅への入居や、日本育英会の奨学金の受給、

日本電電公社（現 NTT の前身）の職員採用、そして関西を中心とする地方公務

員の採用など、いずれも「国籍」を理由とする差別をなくすため、各地で運動

が展開された。そして、その中の神奈川支部の中から、後の川崎市外国人市民

施策に大きな影響力を持っていった職員と市議が誕生していくのである。 

 

また、７０年代は、日本で生まれた韓国・朝鮮人の二世が成長して社会に出て

いく時期とも合致している。７０年代は、戦後の民主主義教育の中で、反差別、

基本的人権の尊重が言われてきた時代である。その環境の中で育った在日韓

国・朝鮮人が学校を出て、社会に出ると、様々な差別にぶつかるのである。日



 21

立裁判のような就職現場での差別や、資格取得差別、アパートが借りられない、

クレジット払いを認めてもらえない、などである。こうした日々の生活の問題

を解決しようと、民族団体（注①参照）にかけあっても、親身になって取り組

んでくれることがなかったのである。民族団体はその当時、祖国・朝鮮半島の

統一と民主化が至上課題であったためである。結局、日本社会で生きていく上

で直面する様々な差別には、自分たちが主体的に取り組んでいく他はないのだ

と覚悟を決めた在日二世らと、彼らを支援した日本人青年らが、このような差

別撤廃への運動を展開していったのが７０年代であったのである。 

 

５：１９８０年代～インドシナ難民の受け入れによる大規模な政 
策転換～ 

 

在日外国人にとっての「福祉元年」は１９８２年に突然訪れた。これは、ベト

ナム難民の発生という全くの外的要因によって生じた事態であった。７５年４

月３０日に南ベトナムのサイゴン市（現・ホーチミン市）が陥落し、南北ベト

ナムの統一が実現した。しかしこれは同時に、住居をなくし、行き場のない大

量の難民を生み出すこととなったのである。難民はベトナムだけでなく、ラオ

スやカンボジアからも相次いだ。彼らにどう対処するかが国際社会の大問題と

して、各国の政策課題となっていったのである。 

 

５－１：インドシナ難民の受け入れ 

 

折しもベトナム難民が発生した７５年は先進七カ国首脳会議（サミット）が発

足した年でもあった。サミットに参加した日本は、参加国の中で唯一のアジア

の国であり、ベトナムに一番に近い国であったにも関わらず、難民の受け入れ

に対して「一時滞在許可」を与える以外に全く措置をとっていなかったのであ

る。かくして、日本は対応の改善を国際社会から強く求められるようになる。

７８年４月に、福田赳夫首相はついに「定住許可」の方針を打ち出した。翌年

４月には初めて定住枠５００人が発表され、（その後徐々に拡大され、９４年現

在では１万人。９７年に、受け入れを終了した。）その対象も「ベトナム難民」

から「インドシナ難民」に拡大された。また、アジアの難民キャンプに収容さ

れている人々の内、一定の条件を満たす人々についても定住を許可することと
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なったのである。 

 

日本は、受け入れた難民に対し、日本語教育、職業訓練、職業紹介などを行う

べく神奈川県と兵庫県の二カ所に難民定住促進センターを設立し、また一時滞

在施設として長崎県に「大村難民一時レセプション・センター」、東京都に「国

際救援センター」を設置した。日米首脳会談、毎年のサミット、さらには国連

主催のインドシナ難民対策会議など、重要な外交日程の度に、難民政策の手直

しが積み重ねられた。というのも、国際社会の目が厳しく、日本の外国人政策

の瑕疵を見抜くようになっていたからである。電電公社入社に際しての国籍条

項撤廃（７８年）などの事件もちょうどこの時期に重なっていた。 

 

５－２：国連の、人権関連の規約の採択 

 

このように、細々ながら難民の受け入れを開始した日本政府は、今まで伸ばし

のばしにしてきた、国連の人権関連の規約に採択せざるを得なくなったのであ

る。国連は設立以来、人権と基本的な自由の尊重の推進を掲げ、その第一歩と

して、人権と基本的自由の定義や原則の確立をとりあげ、４８年には世界人権

宣言を満場一致（ソ連圏の６カ国およびその他の２国のみ棄権）採択したが、

これは法的拘束力をもつものではなかった。そこでこれを条約化し、その実施

を義務づけるため国際人権規約を起草することとし、人権委員会や、総会の第

三委員会（社会・人道・文化）を中心として１０数年の審議の末、６６年１２

月に国連総会で採択し、各国の署名に開放した。 

 

これは主として社会権を内容とする経済、社会、および文化面での権利に関す

る規約（＝A規約）と、主として自由権を扱う市民的政治的権利に関する規約（＝

B規約）の二規約に分かれ、さらに後者に対する選択議定書がある。A規約は７

６年１月３日、B規約と選択議定書は同年３月２３日に発効した。日本は７８年

５月３１日に両規約に署名したが、祝祭日の給与、公務員のスト権、警察の構

成員につき解釈宣言をおこなった。７９年６月、両規約は国会承認を経て批准

され、同年９月２１日に日本は当事国となった。但し日本は、司法権の独立な

どを理由に選択議定書には批准していない。 
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５－３：８１年の日本政府の難民条約批准による「内外人平等原則」の導入 

 

在住外国人にとって、１９８２年は特別な意味を持つ。この前年、日本は難民

条約に批准し、８２年に発効したのである。これによって国家レベルでの社会

保障の「内外人平等」原則が導入された。７９年９月に既に批准していた国際

人権規約に比べて、難民条約はより厳格な条約と言われており、その内容と矛

盾する国内法がある場合、改正しなければならないというものであった。難民

条約批准にあたって、下記の法律の改正が行われた。 

 

１）国民年金法 ２）児童扶養手当法 ３）特別児童扶養手当法 ４）児童手

当法５）出入国管理令第２４条（退去強制事由）第四号のハ、ニ、ホ（ハンセ

ン病患者、精神障害者、生活保護受給者であることを理由に国外追放されない） 

   

７９年に国会で承認され、批准された国際人権規約で既に住宅金融公庫法、公

営住宅法、住宅都市整備公団法、地方住宅供給公社法が改正されていたため、

８２年をもって、制度的な外国人差別は概ね解消された形になった。日本人と

同様に納税義務を果たしてきた外国人を様々な社会保障制度から除外してきた

負の歴史が、インドシナ難民の受け入れという「意外」な出来事によって幕を

閉じたのである。しかし、制度的差別が全て解消されたわけではない。戦争犠

牲者援護立法では、依然として「国籍条項」が存続している。また、国民年金

は２０才から６０才までの間に２５年間、保険料を納め続けないと年金が受給

できない制度である。そのため、国籍条項が撤廃された８２年時点で既に３５

才をこえている外国人と、２０才をこえている外国人障害者はいずれも無年金

のまま放置されることになった。８５年の国民年金法改正で、８６年４月法施

行時に６０才未満の外国人は年金受給資格だけは得られたものの、掛け金を納

めていない期間分は支給されないため、年齢が高ければ高いだけ、日本人の高

齢者との間に受給額の「格差」が残ることになった。また、８２年の国籍条項

撤廃時に既に障害を持ったり、母子家庭となっていた外国人は、日本人の様に

福祉年金を受けることができないのである。 

 

５－４：外国人住民の社会保障にむけての自治体独自の取り組み 
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こうした法の抜け穴をカバーすべく、都道府県などの各自治体は「住民」とい

う観点から、外国人に対し独自に年金や手当を支給し始めた。川崎市は８２年

に遡ること１３年前の６７年４月１日に、日韓条約（６５年）に基づいて永住

許可韓国人の国民健康保険適用実施をおこなった。そして７２年には市内在住

の全外国人に国民保険適用を拡大した。７５年には市営住宅入居資格の国籍条

項撤廃、および児童手当の外国人への支給を議会で条例化するなど、外国人住

民の社会保障問題に対して、国に先駆けて取り組みを行ってきたのである。 

 

厳密な意味での差別解消には至らなかったが、８２年は、日本の在住外国人問

題が、解決に向けて大きく踏み出した一年であった。そしてこのことは、それ

までの就職差別闘争や、指紋押捺の拒否など個別の権利要求運動を続けてきた

外国人住民にとって、「権利獲得後、日本社会でどのように生きていくのか」と

いう新しい問いに直面する契機ともなったのである。在住外国人は、単なる「要

求」をするだけでなく、市民として「参加」していくための生き方を問われ始

めたのである。 

 

５－５：８４年における神奈川県の外国人住民の実態調査 

 

 また８０年代には、「民際外交」を唱えた長州知事県政のもと、神奈川県も

独自に在住外国人の問題に取り組み始めていた。神奈川県自治総合研究センタ

ー研究部は、８４年に全国の自治体としては初めて、県内の在住外国人（当時

は韓国・朝鮮人が主であった）に対する調査を行い、その結果を「神奈川の韓

国・朝鮮人－自治体現場からの提言－（公人社）」という本にまとめたのである。

神奈川県自治総合研究センターでは、研究事業の一環として、行政課題に関連

したテーマを毎年選定し、それぞれのテーマに基づき研究チームを組んで研究

を行ってきた。研究チームは公募によって選抜された県の職員、テーマに関連

する部局からの推薦による県職員及び市町村または公共機関からの推薦による

職員によって、概ね７～１２名で構成されていた。県職員はそれぞれの所属と

自治総合研究センターの兼務職員となり、その他の所属の職員は委嘱研究員と

して、原則として週１日、１年間にわたって研究を進めてきていた。 

 

この調査研究に携わったのは、以下の人たちである。田辺純夫氏（県渉外部国
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際交流課・役職名は当時）、加藤勝彦氏（横浜市企画財政局都市科学研究室）、

川上栄司（県県民部青少年育成課）、樋口雄一氏（県県民部県史編集室）、三宅

裕子（県相模原保健所大野支所）、山崎崇（県湘南労働センター）、浅沼知行（県

自治総合研究センター）。県庁や市役所職員だけではなく、保健所や労働センタ

ーの職員なども含まれていたことから、外国人住民の問題を日常生活レベルで

「包括的に」捉えていたことが分かる。９１年に発足した川崎市市民局国際室

主幹の伊藤氏に、この本の筆者達との情報ないしは意見交換の経緯を聞いたと

ころ、「筆者たちとの直接の交流はないが、県の国際交流協会の職員とは若干情

報交換はした」との答えがあった。このように、外国人住民関連の施策につい

ては川崎市よりも県の方が実態調査などの点では先行していたのである。これ

は、長洲知事の掲げた「民際外交」というスローガンが重要な推進要因だった

と考えられる。これに対し、川崎市はむしろ市営住宅の入居問題や、進路の保

障といった、下からの突き上げによる個別交渉通じてを施策が推進されてきた

のである。 

 

６：川崎市における８０年代の外国人住民施策 
 

８０年代は、難民条約への批准も相まって、日本国内の外国人住民への対応が

大きく前進した時代であった。この時代の川崎市の施策については、特に指紋

押捺拒否者への対応及び、在日韓国・朝鮮人教育基本方針と「ふれあい館」の

建設をとりあげていく。 

 

６－１：指紋押捺拒否者への対応 

 

第 2 部の第 1 章でも述べたように、日本では、１年以上在留する１６才（８２

年改正前は１４才）以上の外国人は外国人登録にあたって、指紋押捺を義務づ

けられている。８２年の改正前は３年ごとにそれを繰り返し、改正後は５年ご

ととなり、８７年の改正によって原則初回のみとなった。押捺に応じなければ

「１年以下の懲役もしくは禁錮、または２０万円（８２年改正前は３万円）以

下の罰金に処する（併科も可）」と入国管理法に定められている。また、日本で

は国籍法で血統主義を採用しているため、日本で生まれた外国人も外国籍のま

まとなる。これは、９３年に法改正がなされるまで全ての外国人に適用されて
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いた。現在では永住者および特別永住者にのみ、指紋押捺義務は廃止され、署

名と家族事項の登録が義務づけられるようになった。（巻末注②参照） 

 

そうした折、８０年９月、東京・新宿区役所で韓宗碩（ハン・ジョンソク）さ

んが登録証の切り替えの際に指紋押捺を拒否した。指紋を押さなくても登録更

新がなされたことから、その後、押捺拒否者は一人、また一人と少しずつだが

確実に増えていったのである。 

 

こうした中、川崎市内の各区役所で外国人登録を行ってきた職員を中心に市職

労でも、指紋押捺の問題性を指摘する気運が高まった。それまで、青丘社を中

心に、外国人住民に対する各種の社会保障の付与をめぐる交渉が行われてきた

川崎市であったが、それらはいずれも担当部局との直接交渉であったために、

全庁的に外国人住民問題に取り組む動きはなかったのである。市職労は警察に

対して抗議デモを行うなどして、この問題の解決に取り組んだ。また、青丘社、

民団と共同で８３年、市議会に対して請願を行った。これを受け、議会は全会

一致で同年１０月７日に内閣総理大臣、法務大臣、自治大臣にあてて外国人登

録法の是正に関する意見書を提出した。この問題への取り組みを通じて、外国

人住民の人権保障に対する意識が広く全庁的に行き渡る結果となった。 

 

６－３：波紋を呼んだ市長の発言「指紋押捺拒否者を告発せず」 

 

８５年２月２３日の朝日新聞夕刊のトップ記事を、川崎市長（伊藤氏）の驚く

べき発言が飾った。川崎市は指紋押捺拒否者を告発しないという趣旨で、「在日

外国人を含めた市民の人権を守り、外国人登録法改正に向けての大きな流れを

直視し」、「法も規制も人間愛を超えるものではない」と述べたのである。８５

年は全国各地で指紋押捺制度廃止を求める運動が活発化した年であり、川崎市

内でも多数の指紋押捺拒否者や、押捺拒否による逮捕者が出た。そうした中で

の伊藤市長の発言は、押捺拒否者に対して告発の義務を有する当局側が、法律

の不当性をとらえたものとして大いに注目を集めたのである。 

 

６－４：市長発言に対する議会の反応 
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伊藤市長の発言は議会の中で大きな波紋を呼んだ。８５年の第一回市議会定例

会（会議開催３日目の３月４日）では、各党の議員らが会議の議題以外に、市

長の指紋押捺拒否者をめぐる対応について質問する場面が見られた。政党別に

大まかに見ていくと、自民党と同志会が反対、社会党、公明党が賛成、市民ク

ラブがニュートラル、共産党と民社党は言及せず、の立場をとった。 

 

自民党の市川議員は、外国人登録法が「国を守ると共に日本国民の人権を守り、

また外国人の権利や義務を守るという意味からも大変適切な制度」であり、指

紋押捺拒否を許してしまえば「何をもって身分の確認ができると（市長は）考

えているのか」と怒り心頭の発言を繰り返した。社会党の山田議員は、市の決

定に賛成の立場をとることを表明した上で、決定に至るまでの経過や、報道さ

れた後の外国人住民の反応、この決定が機関委任事務の見直しにもつながるの

ではないかと指摘し、外国人登録法改正への見通しなどについて質問を行った。

公明党の松島議員は、人道上の理由などから、指紋押捺制度は廃止すべきとの

党の方針を述べた上で、現行法制下での市長の対応に関する問題点と今後の対

応策について質問した。共産党の市村議員は、この問題に全く言及していない。

共産党は「一国一政府」の原則を掲げているからだと思われる。民社党の平山

議員も代表質問の中ではこの問題に触れていない。次に、同志会の松村議員は、

現行法制下での市長の発言は違法性の疑いがあり、市民に危惧の念を抱かせて

おり、そうした状況下での市長の見解を再度確認したいと述べている。最後に、

市民クラブの沼尻議員は市長の対応を「人道上の問題としては理解できる」が、

「日本が法治国家であり、現行法のもとではこの措置には少なからず問題が存

する」と述べ、発言の根拠と、法務省への対応策について質問を行った。 

 

これらの代表質問に対し、市長は自らの考えを述べた。伊藤市長は８１年に指

紋押捺拒否の最初の韓国人男性を告発した。その後、割り切れない気持ちでい

たところ、８５年度に至っては１６才の少女までもが押捺を拒否している現状

に直面した。多くの苦労を重ねながらも川崎市の発展に尽くしてきた在日の市

民が、犯罪者と同じやり方で指紋を取られ、また一方で押捺に立ち会う職員の

心情を考慮したとき、人権を守る立場と法を順守すべき立場との相克について

非常に悩んだという。そして、８３年に国に意見書を提出したものの、何ら改

正がなされていないことから、「法も規則も人間愛を超えるものではないとの
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判断」に至ったと述べている。 

 

このような市長の答弁に対して、議員は更に追求を重ねた。自民党の市川議員

は「人間愛が法治国家において法律、規則よりも上回るというようなことは、

良識ある川崎市民、また、大多数の国民から見ても、これは理解してもらえな

いことだ」と述べ、発言を撤回することもまた、「市長として勇気ある行動だ」

と思うと述べている。社会党の山田議員は、「（８５年３月１日現在）２５９市

１３区で、意見書が外登法に絡んで出されており、告発留保が５５市６区、告

発しないのが川崎市１市、押捺拒否者が１０３人いるということが分かってい

る」と述べ、今後、これら他の自治体と連携を図っていくのかどうかについて

質問している。これに対して市長は、「それぞれの都市の立場があり、静かに見

ている。もしそれなりの機運があって、何か話をしたいというコンタクトをも

らった場合には話をするが、慎重にしたほうが良いと思っている。」と述べた。 

また自治体の首長として、押捺拒否者の告発をしないことが法律に抵触しない

のかとの質問に対し、市民局長は「刑事訴訟法２３９の２の、その職務を行う

間で犯罪があると思料した時は告発しなければならないという義務があるが、

同時に裁量権も認められており、市の対応はこの裁量権の中に含まれるものと

解している。」と答えた。公明党の松島議員は、「押捺拒否者を市は守りきれる

のか」という質問を行い、それに対して市長は「物理的に守るというのは行政

の権限外であり、（押捺拒否者を告発しないという）発言は、広い意味での問題

提起であった」と答えている。更に、この市長の発言に対して同志会の松村議

員は、今回の処置は現行法下での法務省の意向と真っ向から対立するものであ

り、今後同省から指導や指示がきた場合はどうするのかという質問を行った。

市長は、この発言に対しても「じっくりと話し合いをするつもりである」と答

えた。ここからは、この発言が単なる選挙対策の自己アピールではなく、政治

的信念に固く結びついたものであることが見てとれる。 

 

この当時助役であった高橋・現市長は、「（当時は）自治省に呼びつけられるな

どして大変だった」と、対話集「川崎の挑戦」の中で述べている。押捺拒否者

の非告発という川崎の人道的な政治姿勢に賛同した国の官僚も数名いたそうで

ある。彼らは、「法務委員会で問題になっているので、誰々に説明に行った方が

いい」「どのポストの人に頭を下げなさい」というような示唆を高橋助役に与え
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たそうだ。そうした人がいなかったら、伊藤市長は逮捕される可能性まであっ

たという。その後、外国人登録法は改正を重ね今では永住者には指紋押捺の義

務は廃止され、その代わりに家族事項などを記入することとなっている。 

 

６－５：川崎市外国人教育基本方針の策定 

 

 難民条約に日本が批准したことで、在住外国人への教育も「恩恵」という発

想から「保障されるべき権利」という発想に変わってきた。そうした中、市内

の外国人住民や青丘社から、教育現場での外国人の子どもの人権保障を要請す

る声が上がってきた。これは、保育園では民族保育を保障され、生き生きと育

ってきた子どもが、小学校に上がる段階では周りのプレッシャーから通名通学

に押しやられ、中学になると不良・非行に走ってしまうという状況を踏まえて

のものであった。子どもからの「日本社会での居場所がない」という叫びを、

親が市に訴えたのである。そこで、８２年６月に外国人の親や彼らを支援する

日本人が中心となり「川崎市在日韓国・朝鮮人教育をすすめる会」（以下、すす

める会）が発足した。彼らは７月に市教委に対し、「日本の学校に在籍する在日

韓国・朝鮮人生徒に関する要望書」を提出した。これは教育現場での、外国人

児童・生徒であるがゆえの被差別の現状を明らかにした報告書であった。すす

める会はその後も市教委と度重なる話し合いを続けた。 

 

 その一方で青丘社は、学童保育の運営を市から委託されていたが、教会、保

育園、学童保育、さらに小学校高学年と中学生対象の塾の運営を行い、物理的

に運営不可能の状態に陥っていた。また、川崎市は各中学校区に一つ「子ども

文化センター」を作ることを方針に掲げていたが、桜本中学校の校区にはそう

した施設がなかった。そこで青丘社は、桜本校区の「子ども文化センター」に

代わる施設として、桜本に「青少年会館」設置する要望書を８２年に市に提出

したのである。このように、８０年代の川崎市の外国人市民施策は、在日の教

育基本方針策定と、青少年会館設立の問題が車の両輪となるような形で進めら

れていったのである。 

 

教育方針の策定をめぐる、すすめる会と市教委との交渉は簡単なものではなか

った。２年半で１９回の話し合いが持たれた。市教委側の主張はこうであった。
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すなわち、「人権の尊重は教育の原点である。学校現場で差別があると認めるこ

とは、現場教育の否定につながる。」というのである。しかし、在日の親や、現

場の教員は学校において日常レベルで差別が行われている現状を知っていた。

例えば、政令で「一定以上の外国人児童生徒がいる学校には教員を加配するこ

と」とあるのにも関わらず、教委は加配してこなかったのである。こうして、

両者の話し合いは平行線のまま、翌年８３年の１１月まで月に３回くらいのペ

ースで続けられた。 

 

そして、８３年１１月に遂に、教育委員会がすすめる会との交渉において、民

族差別を認める基本認識を発表する。この時の教委側のリーダーであったのが、

教育長の岩淵氏である。彼は、後に市職労委員長、そして、自治研センターの

顧問になっている。民族差別を解決すべく、市教委は市教委事務局に同和・人

権教育担当を設置するのである。また、翌年１２月には、神奈川県自治総合研

修センターが「神奈川の韓国・朝鮮人」を発刊する。これは、行政職員が在日

韓国・朝鮮人についてまとめた初の文書であり、その中には教育現場や就職な

どの面での差別について述べられていた。この本の発刊が、その後の川崎市の

この問題への取り組みを促進する影響力を持っていたと、当時、教育委員会事

務局同和・人権教育担当主査であった星野修美さんは語っている。 

 

８４年３月には、市教委が在日韓国・朝鮮人児童生徒に関する「基本認識（後

に方針に発展）」を各学校長、社会教育施設長宛に通知する（注③参照）。そし

て４月には、在日の多住する桜本地域にある桜本中学校区の３校において、「ふ

れあい教育」を開始するのである。また、青少年会館設立についても、２年越

しの交渉の末、進展がみられた。８４年６月に青丘社が社会福祉法人格認可１

０周年記念式典を開催し、市長がそこで青少年会館設立を宣言したのである。

これによって、設立にむけての全庁的取り組みが開始された。 

 

 

６－６：ふれあい館の創設にむけて 

 

 ８２年、青丘社は民生局に対し、桜本中学校区における「子ども文化センタ

ー」に代わる施設として青少年会館を設立する第一次要望書を提出した。これ
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を受けて民生局内部にプロジェクトチームが発足したが、民生行政の枠を超え

るものであったために、青丘社は新たに関係部局の参加、早期建設をもとめる

第二次要望書を提出した。８５年３月、市は青丘社に青少年会館設立に向けて

の基礎調査を委託した。その中で青丘社は、会館は主に在日向けというわけで

はなく、住民をはじめとする運営委員会の設置、桜本中学校区における子ども

文化センターの役割と全市を対象とする韓国・朝鮮の文化とのふれあいを図る

拠点施設、老人福祉施策の一環として在日韓国・朝鮮人の高齢化に対応すると

いう位置づけを確認した。 

 

 そして８月には青少年会館構想委が「（仮）桜本ふれあい社会館にかかわる討

議経過のまとめ」（試案）を発表した。しかしこれは、町内会のみならず、在日

韓国・朝鮮それぞれの民族団体である民団・総連からも激しい反対をうけるの

である。まず町内会は、町内に在日のための施設ができることに反発をした。

そして、その調査を在日が中心となって設立された社会福祉法人の青丘社が市

の委託事業として行っていることにも反対していた。一方で民団は、その当時

韓国の全斗換政権を支持していた。青丘社の構成メンバーは、どちらかという

と反与党の金泳三氏を支持していたため、民団の目には、川崎市は革命派であ

る青丘社と結託していると映ったのである。しかしこの批判は、この時タイミ

ング良く起きた韓国の政変で、全政権が倒れたことで収まった。また総連は、

この会館設立の目的である「居場所がない」という在日の若者の主張を汲むな

らば、市内にある朝鮮学校に市がもっと援助すべきだとの主張を繰り返した。

そこで市は、青少年会館の建設費用であった１億３千万円と同額を、朝鮮学校

における体育館設立のために支給したのである。 

 

８６年３月には市教委が「川崎市外国人教育基本方針～主として在日韓国・朝

鮮人～」を制定したが、一方の青少年会館設立は暗礁に乗り上げていた。市教

委は（仮）ふれあい館・こども文化センターの建設に関して、地元の自治会や

町内会に繰り返しあいさつ回りを行った。また、川崎区選出議員団との話し合

いも行った。議員側は、建設は決定済であったために反対はしなかったが、そ

れでも自らの支持率を下げるような政策には無反応であったという。６月の段

階で、市は青丘社との構想委員会で１１月着工、翌年４月会館の日程を提示し

たが、交渉がまとまらず、着工は延期となった。それでも市長は「建設の方針
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は変わらない」と表明し、神奈川新聞、朝日新聞などが取り上げた。また、青

丘社も、反対派の桜本一丁目町内会に対し、市との三者協議を行うべく公開申

し入れ状を提出した。これに対し、８６年１２月、建設反対派の町内会の一部

の人が早朝に市役所前でビラ４０００枚を配布して抗議行動に出た。ビラには

差別的な言葉が並べられており、町内会は三者協議を拒否し、建設用地への立

て看板なども行った。 

 

翌８７年は、暗礁に乗り上げた交渉を軌道に復活させるための年となった。市

は反対する町内会に対し説明会を開いたり、交渉を繰り返した。その中で、町

内会側が妥協案を提示してきた。これを元に青丘社、行政が協議を続け、最終

的には６月末に５町内代表者と行政との交渉が妥協案で決着するのである。妥

協案とは、１）館長は開館後２年間は行政から出すこと、２）開館後は、町内

会の人間が参加する運営協議会を開くこと、３）青丘社に理事職を置き、そこ

に行政側から１人派遣させることというものである。また７月には、第２７回

目の構想委員会では、１）児童館と公民館の性格を兼ねた総合施設にすること、

２）運営はゆくゆくは青丘社に全面委託すること、３）年内に着工すること、

４）行政より職員３名を派遣することが確認された。そして晴れて１１月に、

ふれあい館・桜本こども文化センター建設工事が着工するのである。 

 

８８年３月、川崎市議会においてふれあい館設置の条例案が取り上げられた。

自民党、同志会など、外国人住民施策の推進には慎重、ないしは批判的な立場

をとる政党の議員からの発言がなされ、民社党、社会党、共産党、市民クラブ

の議員らはこの問題には言及しなかった。自民党の野村議員は、ふれあい館の

運営が青丘社に全面委託されるようになった経緯と、今後、市の他の施設運営

も民間委託されていくのかについて質問した。また、８８年がソウルオリンピ

ック開催年であったことから、同年に川崎市においてふれあい館がオープンす

ることは意義深いことであると述べた。そして、これを契機に韓国の都市との

姉妹都市交流を始める計画の有無について質問した。加えて、日本社会には外

国人住民に対する制度的差別が依然残っていると言われるが、具体的にはどの

ような状況なのか、外国人の公務員就労などに関して、市がどのような取り組

みを行っているのかを質問した。そして、市長の指紋押捺拒否者への対応を「無

責任な発言に驚いた」と再度批判した。同志会の小俣議員もまた、自民党の野
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村議員と同様にふれあい館運営の青丘社への委託の経緯について質問した。 

 

これらの質問に対し、伊藤市長と高橋助役が答えた。ふれあい館の青丘社への

運営委託については、在日大韓基督教会が始めた無認可の桜本保育園が、日本

人と在日の子どもたちを一緒に保育してきてくれたことに対して、市が中心と

なって地元に負担をかけすぎない形で保育を行う場所を作る必要性を感じたか

らであると述べている。また、今後市の他の施設運営を民間に委託することに

関しては、特に予定していないと述べた。韓国との姉妹都市交流については、

朝鮮半島の情勢を鑑み、市民から理解を得ながら、時間をかけて行っていきた

いと述べた。市職員の採用にあたっての国籍条項撤廃については人事委員会や

その他の関連団体との協議を十分におこなっていきたいと述べた。そして、指

紋押捺拒否者不告発の対応については、大池に一石を投じるような試みであっ

たが、その後国レベルでも若干の法改正が行われてきていることから、時間が

かかるかもしれないが、将来的には「廃止」とすることを希望していることを

述べた。この議会での議員らは、市長の指紋押捺拒否者に対する発言直後と比

べ、一部を除いて不活発であった。このような話し合いの後、市は３月に川崎

市ふれあい館・桜本こども文化センター条例を制定する。 

 

８８年５月末に公示が完了し、６月１４日に、内覧会を兼ねて開館行事が開催

された。最初の構想から丸６年が経過していた。そして２年後の９０年、ふれ

あい館の運営は青丘社に全面委託された。青丘社の理事であったペイ・ジュン

ド氏が館長に就任した。また、４月にはふれあい館条例が制定され、教育委員

会管轄から市長部局・民生局に移管された。こうして、長い年月を経て、地元

住民との対立を乗り越え、市、青丘社、地元住民が共に話し合いを続けてきた

結果、ふれあい館が誕生したのである。 

 

 

７：１９９０年代 ～川崎市外国人市民代表者会議の創設に向けて～ 
 

７－１：「内なる国際化」の更なる進展 

 

８０年代の終わりから９０年代の始めはバブル景気の時代であった。８５年の
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プラザ合意による円高と好景気及び日本経済のグローバル化から、日本は急激

に「国際化した」と言われてきた。しかし、そのことが招いた国内の労働力不

足により、９０年代以降、日本は、国内に住む外国人のための、いわゆる「内

なる国際化」の問題に直面していくのである。好景気による労働力不足をカバ

ーするという観点から８９年には入国管理法が改正され、日系人の単純労働が

認められるようになった。これに伴い、一般にニューカマーと呼ばれる日系ブ

ラジル人、日系ペルー人などの外国人が自動車産業などの下請け工場の多い神

奈川県、静岡県、愛知県などに移り住むようになった。川崎市にも同様に、多

くのニューカマーが住むようになった。川崎に３０年来住んできた在日韓国・

朝鮮人住民と比べて、日系人は言葉、文化、思考、風俗習慣の面でかなり異な

る様式を持っている。今までの外国人住民施策では対応できなくなってきたの

である。一方このようなニューカマーの流入に加え、９１年には日韓両政府が

日韓覚書に調印し、在日の定住外国人への地方参政権の付与・地方公務員の国

勢条項撤廃が話題に上るようになっていった。９０年代は、これらの流れの中

で自治体の「内なる国際化」への取り組みが一層活発化していく時代であった。 

 

９０年代に入って、川崎市の外国人住民施策への取り組みは多様化した。行政

内部には「内なる国際化」対応の総合窓口が設置され、議会では地方参政権、

公務員就労の国籍条項撤廃の問題が取り上げられ、市民の間では在日の多住す

る地区の再開発に注目が集まっていた。これら個々の動きが互いに影響を与え

合う中で、川崎市の外国人住民施策は個別の権利保障的性格のものから総合的

性格のものへ変化していった。またその過程の中で、外国人住民自身が政策形

成の主体となっていき、最終的には９６年の外国人市民代表者会議の創設へと

つながっていくのである。本章では、まず初めに全国レベルでの定住外国人の

地方参政権と公務員試験の国籍条項撤廃の概要について若干触れる。その上で、

この時代の川崎市の多様な取り組みについて述べていくことにしたい。 

 

 

７－２：定住外国人の地方参政権と地方公務員受験の国籍条項撤廃 

 

９１年１月１０日、日本政府外務大臣と韓国政府外務部長官により署名された

日韓覚え書きは、在日韓国人が地方公務員になることについて、以下のように
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記している。「地方公務員の採用については、公務員任用に関する国籍による合

理的差異を踏まえた日本国政府の法的見解を前提としつつ、採用機会の拡大が

図られるよう地方公共団体を指導していく。」国家公務員は別にして、外国人の

地方公務員の就労については法律による規定がなく、国の「照会」「回答」など

の行政指導が「当然の法理」として適用されている。日韓覚え書きの署名まで

は、７３年の自治省公務員第一課長の回答が「当然の法理」として用いられて

いた。それによると、「（１）地方公務員の職のうち、「公権力の行使または公

の意思形成への参画」にたずさわるものについては、日本国籍を有しないもの

は任用できない、（２）「公権力の行使または公の意思形成への参画」にたずさ

わることが将来予想される職員の採用試験に日本国籍を有しない者に受験資格

を与えるのは適当ではない」というものである。 

 

このような、国の行政事例による見解が示されていたため、都道府県と政令市

については、一般事務・技術職には職員採用試験の際に国籍条項が設けられ外

国人は受験できなかった。政令市以外の市町村では１９７０年代前半から全て

の職種で国籍条項を撤廃する地方自治体が出てきており、少しずつではあるが

外国人が任用されていった。そして、１９９６年５月に都道府県・政令市で初

めて一般事務・技術職の国籍条項を撤廃（ただし、任用の範囲については条件

付き）したのが川崎市だったのである。 

 

 

７－３：定住外国人の地方参政権獲得に向けての動き 

 

１９９０年９月、大阪在住の金正圭（キム・ジョンギュ）さんら１１名は、同

市内五区の選挙管理委員会を相手に、選挙人名簿へ彼らの氏名を登録するよう

に求める裁判を、大阪地方裁判所に提起した。金さんたちは、納税の義務だけ

負わされて、憲法第９３条が保障する「住民」の地方選挙権を認めないのは納

得できない、公職選挙法と地方自治法が、その選挙権を「国民」に限っている

のは違憲で無効であると主張した。９３年６月の大阪地裁判決は請求棄却であ

った。また、福井の李（イ）ジンチョルさんら４人が同じように地方参政権を

争った裁判についても、９４年１０月、福井地裁は敗訴判決を下した。しかし、

「市町村レベルでの選挙権を一定の外国人に認めることは憲法の許容するとこ
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ろ」とした上で「外国人に参政権を認めるかどうかは、立法政策の問題」との

見解を示した。そして、９５年２月２８日、金正圭氏らが第一審の大阪地裁で

の請求棄却を受け、公職選挙法の規定に従って最高裁に上告を行った 

際に、最高裁第三小法廷は「憲法は国内永住者など自治体と密接な関係を持つ

外国人に法律で地方選挙の選挙権を禁じているとは言えない」との初めての見

解を述べたのである。同時に判決は「憲法が権利として外国人の選挙権を保障

しているとは言えない」として請求自体は棄却した。これは、今までの地裁の

判決よりも一歩踏み込んだ形となった。 

 

９３年９月に大阪府岸和田市議会が日本で初めて定住外国人の地方参政権を

国に求める意見書を全会一致で採択した。その後、このような主旨の決議や意

見書の採択が全国の地方議会に急速に広がった。在日本大韓民国民団（民団）

の調べによれば、１９９７年３月５日現在、全国３３０２議会中、１２９７議

会（内訳は２８県、４８７市、６１７町、１６５村、採択率３９．３％）に及

んでいる。岸和田市の動きや、あるいは９３年６月の大阪地裁判決などを契機

に、民団は積極的に地方参政権獲得に向け運動を展開している。日本は、国連

人権規約や難民条約など、「差別撤廃」「内外人平等」を唄う様々な国際条約に

批准しているのにも関わらず、地域に住む外国人には依然として参政権がない

というのがその理由であった。 

 

また、政党においても、政界の流動化、自民党の分裂、政権の移行という流れ

の中でこの問題を検討する動きが高まり、特に新党さきがけ島根支部において

は、９４年１１月、定住外国人に地方議会の選挙権・被選挙権を付与するため

の「地方自治法及び公職選挙法の一部を改正する法律（案）要綱」を作成し、

発表している。そこでは対象を「日本国籍を有しない者のうち入管法と外国人

登録法に基づき引き続き５年以上居住する者」としている。他の政党の動きに

ついては、原則的に自民党を除いて「前向き」と言われている。新進党、社会

党は選挙権を認める方向にあり、新党さきがけは島根支部の案をベースに議員、

首長の両方について選挙権・被選挙権を認める方向に、また共産党も積極的で

あるといわれている。しかし自民党は、１９９５年５月の党政務調査会でプロ

ジェクトチームの「中間報告」でも、（１）相互主義（平等主義）を原則とする

べきである、（２）参政権という国家の基本に関わる問題であり、憲法上の位置
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づけを明確にするべきであると述べているように慎重論が多い。（巻末注⑤参

照） 

 

 

７－４：川崎市の対応～外国人市民問題への総合的取り組みのはじまり～ 

 

９０年代の流れを簡単に押さえたところで、少し前に戻ることにする。日立裁

判を支援してきた神奈川民闘連は８８年７月に、川崎市の外国人住民のルーツ

である在日韓国・朝鮮人への対応の総合的な改善を市に求めた。それまでの指

紋押捺拒否の問題や教育基本方針の策定といった個別的な権利保障の要求では

なく、総合的な対応を求めた「外国人市民の権利保障に関する要望書」を市に

提出したのである。この要望書に盛り込まれた主要な点は、在住外国人の「住

民」としての位置づけ、外国人住民の問題を所管する総合窓口の設置、及び自

治体の職員採用における国籍条項の撤廃である。これは、日常生活において就

労や就学の面で依然として様々な差別に直面している外国人住民の問題に全庁

レベルで取り組んでもらいたいことの意思表明であった。外国人は、単なる個

別の権利要求をするだけではなく、自らを、日本人住民と共に生活し、日々の

出来事に主体的に参加していく存在としてとらえ始めたのである。 

 

 市当局と民闘連との話し合いは、外国人教育基本方針の策定時と同様に紛糾

した。民闘連の要望書は「在日韓国・朝鮮人は市民ですか？」という問いかけ

から始まっており、「外国人市民が差別を受けている現状を認めたくない」市長

部局と侃々諤々の議論になったのである。１年を越す交渉を繰り返す中で、８

９年９月に川崎市庁内に課長級のプロジェクトチーム「川崎市外国人市民施策

推進会議幹事会」が設置された。この幹事会は、外国人住民と接する全ての部

局（市民局、民生局、教育委員会、総合企画局、財政局、建築局、衛生局）か

ら成っていた。 

 

８９年１０月５日、１８年間に渡って続いた伊藤市政が幕を閉じた。伊藤市長

は健康上の理由から依願退職をし、同年１１月９日の選挙において「前市長の

市政継承」を唱えた前助役・高橋清氏が、「市政刷新」を唱えた元県議・永井英

慈氏を破って当選したのである。高橋氏は無所属で、共産党を除くオール与党
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の相乗り推薦を受け、２２万８５９５票を得た。選挙当日の有権者数は全市で

８４万２１４２人であり、投票者総数は４０万４４５１人、投票率は４８.０

３％と、前回の選挙を１２.６０％も下回る結果となった。長らく小学校の教員

を勤め、その後、教育委員会、助役などを経て当選した高橋市長は、高齢者問

題への対応、駅前の再開発事業に並んで、外国人市民施策の充実を図ったので

ある。 

 

外国人市民施策幹事会の発足以前は、民闘連と市の関係は「対立型」であった

が、発足後は市側による情報収集の必要性から次第に歩み寄るようになった。

このチームは、要望書を基本に研究協議を行い、各部局が独自に、主体的に取

り組むべき行政課題をまとめ、その成果を「川崎市の２４項目検討課題」とし

て９０年２月に公表した。（巻末参考資料③）まとめられた検討課題には民闘連

の要望書の趣旨が満遍なく活かされ、「市内在住の旧植民地出身者への特別な

見解の発表」「市職員への採用職種枠の拡大」「無年金者への救済措置」「外国

人市民問題担当の設置」「外国人住民の市政モニターへの参加」などの案が含ま

れる結果となった。市政モニター制度は、日本人住民にも開かれていたが、さ

ほどの成果を上げていなかった。この時点では、市当局は既存以外の方法によ

る外国人住民の市政参画のアイディアを持っていなかったのである。また、ふ

れあい館の創設が完了したばかりであったことから、新たな施策を展開するの

は「時期早尚である」との意見も庁内には見られた。 

 

７－５：おおひん地区街づくりについて 

 

また、この時期、市内ではおおひん地区のコリアタウン構想が持ち上がってお

り、一般市民と在日韓国・朝鮮人との交流が活発化していった。９１年に行わ

れた議会議員選では、学生時代に山田貴夫氏らと共に日立就職裁判で事務局を

担った飯塚正良氏（当時は川崎市水道局職員）が初当選した。飯塚市議は、そ

の後、議員として外国人住民施策の実現に注力していくようになる。その主な

プロジェクトが桜本、浜町大島、池上町などの「おおひん地区」のコリアタウ

ン構想であった。 

 

おおひん地区とは、桜本に隣接する浜町、池上町、大島町の地域の総称である。
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この一帯は、京浜工業地帯の真ん中に位置し、産業道路、首都高速、ＪＲ貨物

線の高架で、市街地と一線を画している。経済状況と産業構造の変化の中で工

場が相次いで撤退したため、就業人口が大幅に減っていた。ひとり暮らしの高

齢者が多く、都会の中の過疎地帯化が進んでいたこともあって若い住民を呼び

寄せるような魅力ある住環境整備の必要が叫ばれ続けていた。一方、ここは前

述の通り、京浜工業地帯の創設に携わった在日韓国・朝鮮人住民の多住地域で

もある。３７０世帯の内６割を占める。また、居住区の７割はＮＫＫ（旧・日

本鋼管）の所有地でもある。こうした歴史的背景から、行政と地権者は長らく

手をこまねいてきた地域であった。 

 

しかし、在日外国人の問題が徐々に「市民権」を得ていくにつれ、他都市には

見られない歴史的な背景を持ち、焼き肉屋やキムチの店が並ぶ「セメント通り」

を、将来的には横浜の中華街のように発展させていけるのではないか、との住

民の期待がもちあがった。これを受け、２つの組織が結成された。 

 

一つは９２年に発足した「コリアタウン実現を目指す焼肉料飲業者の会」であ

る。今までにも何度かこうした構想が持ち上がったことがあったのだが、民族

組織間の関係がもとで実現に至っていなかった。それが、冷戦構造の終焉や二

世店主らの登場、青丘社の活動の広がりなどの中で可能になったのである。コ

リアタウンでは、地元の商店街との共存をめざし、食材の仕入れを地元の業者

から行っている。ただ、下町の古い商店街をベースとしており、横浜のみなと

みらいのように、高層ビルを建てて町の雰囲気を一変させるというような手法

は困難である。また、横浜は中華街だけでなく、元町商店街、ランドマークタ

ワーなどその他の観光資源に富んでいるが、川崎の場合はそれに欠けるという

点から、吸引力が未だ乏しい現状である。 

 

もう一つは９３年に商店街・町内会が主体となって発足させた「おおひん地区

街づくり協議会」である。この協議会が中心となってまず起こしたアクション

は韓国の商店街との交流であった。この時期、川崎の地域調査のため来日して

いた韓国・富川市（プチョン市）のカトリック大学教授李時載（イ・ジエ）氏

に相談し、富川市の遠美市場（ウォンミ・シジャン）との交流が９１年から開

始されたのである。 
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９２年８月には、飯塚正良市議が李教授の案内で富川市を訪問し、市長、職員

の日本語学習グループ、富川ＹＭＣＡ、市議などと意見交換をし、交流を開始

した。１０月には富川市市議の海外地方自治研修団２５人が急遽予定を変更し

て川崎市を行政視察し、１１月には富川ＹＭＣＡ生協が、職員を一ヶ月間川崎

市職労の職員生活協同組合に派遣し、商店街は市の秋祭りに遠美市場商友会を

招待した。こうした交流の広がりが可能となったのも、川崎市の韓国教会の李

仁夏牧師やふれあい館のペイ・ジュンド氏がいたからであると山田氏は「世界」

９８年１０月号のなかで述べている。また、この交流は単なる友好都市レベル

の交流を超え、富川市側の提案により、二市の市職員が共通の政策課題に取り

組むまでに発展した。川崎地方自治研究センターが職員、市民、学識経験者、

市議などに呼びかけ、９３年より毎年恒例の韓国研修ツアーを開始し、現在に

至っている。 

 

街づくりの方針としては「緑化、環境整備」「多文化共生」などが掲げられてお

り、毎年春と秋には祭りが開催される。そこでは、韓国・朝鮮の物品、料理の

販売のみならず、イランやラテンのものなどもお目見えし、地元の名物として

定着しつつあるという。このように、おおひん地区の街づくりは徐々に根付き

つつあるのが現状である。 

 

 

７－６：「２４項目の検討課題」制定後の行政組織の内部改革 

 

８９年の「２４項目の検討課題」の発表後、行政組織内部に変化が見られた。

高橋新市長は、それまで市長室渉外課が所管していた国際交流事業を移管し、

代わりに「内なる国際化」に向けた外国人市民施策の総合窓口として、９１年

４月に新たに市民局に国際室を設置したのである。国際室は９２年２月に、幹

事会に代わる全庁的な組織として、関係課長で構成する「川崎市外国人市民施

策連絡調整会議」を設置し、施策の研究に着手した。また、５月には市職員採

用試験において事務職で国籍条項のない「国際」「経営情報」を設けた。国際室

はこの年の１２月に２つの調査研究委員会を設置した。これは、「外国人市民政

策のガイドライン」を策定するために設置したものであり、両委員会とも大学
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の研究者と関係部局の職員が協同で調査研究を行ってきたものである。 

 

その内の一つは川崎市外国籍市民意識実態調査委員会である。委員長は宮島

喬・お茶の水大学教授であり、以下、委員には江橋崇・法政大教授など計７名

の大学教授・大学院生と、社団法人・興論科学協会企画調査部の職員２名から

成っている。この委員会は、川崎市内の外国人登録者３０００名をランダム抽

出し、アンケート形式で日常生活に関する様々な質問を行った。有効回答は１

１４６通であった。この調査結果は、９３年に３月に報告書としてまとめられ

た。また、外国人登録をしてない外国人住民や、アンケートでは拾えなかった

「声」を拾うために、翌年９月には面接による実態調査を行った（９５年３月

に報告書提出）。面接の対象者の把握には、外国人市民の日本語指導・生活支援

などを行っている市民団体の協力を得た。政令都市でこれだけ大がかりな外国

人市民の意識調査がなされたのは初めてであったために、その影響は大きく、

問い合わせや視察が相次いだ。 

 

もう一つの委員会は川崎市外国人市民施策調査研究委員会である。これは、前

述の「２４項目検討課題」が、オールドカマーである在日韓国・朝鮮人の人権

保障にやや偏りすぎており、ニューカマーの視点が欠けているということから

設置されたものである。委員長は江橋崇・法政大教授であり、以下、大学教授

１名、市内の日本語ボランティアのリーダー１名、地方自治総合研究所常任研

究員１名、社団法人川崎地方自治研究センターの職員２名から成っている。こ

の委員会は「川崎市国際政策のガイドラインづくりのための提言」と題した報

告書を９３年３月にまとめた。この提言は５３項目にわたるもので、現在の川

崎市の外国人市民施策の基本となっている。この中でも、外国人住民の「市政

参加」の視点は明確に打ち出されている。 

 

学識経験者を大幅に動員し、市内の外国人住民に関する基礎調査が進められて

はいたが、具体的な「市政参画」の方法はまだ誰の目にも描けてはいなかった。

そうした中、ある意味「突発的に」、後の外国人市民代表者会議発足の契機とな

る出来事が起こるのである。川崎市は８７年以来、地方分権の流れを踏まえ全

国の市町村関係者を対象に「地方新時代シンポジウム」を毎年主催してきてい

た。これは川崎市の「顔」とも言えるような大規模なイベントであり、年々参
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加者を増やし、その時々の政策的課題をめぐって研究者や自治体関係者が市民

と共に討論する形式で行われていた。その９４年シンポジウムの分科会で、あ

る教授が提起したフランクフルトの事例が、川崎市の外国人市民代表者会議の

発端になるのである。 

 

７－７：９４年の「地方新時代シンポジウム」 

 

９４年の、「地方新時代シンポジウム」の第３分科会で「外国人市民との共生

のまちづくり」で、パネリストの仲井教授（成蹊大学法学部・神奈川県専門委

員）がドイツ・ヘッセン州およびフランクフルト市の「外国人代表者会議」を

紹介した。そもそも、このシンポジウムに仲井教授が参加したのは、シンポジ

ウムの実行委員長であった東大名誉教授の篠原一氏が、仲井教授のドイツの外

国人施策に関する出版物を読み、成蹊大学で共に教鞭を執った経緯もあってパ

ネリストとして招待したのである。この分科会には、篠原教授の教え子であり、

川崎市自治研センターにおける海外研修の創設に関わった坪井善明早大教授や、

ふれあい館の館長であるペイ・ジュンド氏もパネリストとして参加していた。

市からは、市長、助役を始め、国際室の参事であった伊藤長和氏が参加してい

た。また、聴衆の中には、後に外国人市民代表者会議の議長を務めることにな

る李仁夏氏がいた。川崎市の外国人住民施策にかねてから関わってきたメンバ

ーがこの分科会に勢揃いし、共に仲井教授のドイツの事例を聞いたのである。

この分科会が契機となり、外国人住民の市政参画は急速に具体性や実現可能性

を帯びていくことになる。 

 

 

高橋市長は９４年３月の議会での質問に答えて、「地方レベルで参政権実現を

盛り上げ、国に求めさせることが必要であり、市議会に準ずる形で外国人市民

の代表者会議を設置するなど市独自の取り組みを検討していく」意向を明らか

にし、外国人市民の市政への参加を保障するための仕組みを検討するために篠

原一東大名誉教授を筆頭に、学識者４名、外国人住民２名から成る「仮称・外

国人市民代表者会議」調査研究委員会を９４年１０月に設置する。メンバーは

篠原一委員長、仲井武成蹊大学教授、宮島喬お茶の水女子大学教授、田中宏一

橋大学教授、ペイ・ジュンド・ふれあい館館長、戸田インゲボルグ・ドイツ人
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女性であった。この委員会の設置は、シンポジウムからわずか半年間のうちに

急ピッチに進められた。 

 

 

７－８：川崎市における、定住外国人の地方参政権獲得にむけての取り組み 

 

川崎市では、９４年５月２７日の第３委員会（市民・衛生・民生局）において

定住外国人への地方参政権付与の問題が取り上げられた。委員会では、川崎市

内の定住外国人への地方参政権付与を求める、市議会から国への要望書提出に

ついて話し合われた。議員らは、他都市の動向、諸外国の外国人市民施策の動

向、日本国内の多種多様な法規との兼ね合い（特に政党交付金・政党助成法）、

川崎市内の定住外国人の最新データ、川崎市の外国人住民施策の動向、などに

ついて尋ね、これらに対して市民局長と国際室主幹の伊藤氏が答える形になっ

た。 

 

他都市の動向としては、９４年４月１日の時点で１６地方議会が決議をしてお

り、政令指定都市レベルでは京都市、福岡市、北九州市が議決をしている状況

であった。諸外国の外国人市民施策例としては、ドイツおよびフランスの事例

が挙げられた。ドイツでは地方参政権はないが、その代わりに外国人市民代表

者会議という制度があり、そこを通じて外国人の意向が市政に反映されている

こと、またフランスでは外国人は議決権を持たない準議員として地域政治に参

画していることが説明された。法規との兼ね合いに関しては、政党交付金・政

党助成法では国勢調査の人口データに基づき政党交付金が徴収されることから、

そこには外国人も含まれていることが説明された。 

 

これに対し、おおひん地区街づくりプランの推進役で、学生時代から在日の問

題に関わってきた飯塚正良議員から「政党交付金を徴収しておきながら、地方

政治への参画すらも認められていない現状はおかしいのではないか」との指摘

があった。また、外国人が政党や政治団体に入党・入会することを規制する法

律はないが、外国法人などが負担する党費や会費については、政治資金規制法

の第５条第２項で「法人その他の団体が負担する党費または会費は、寄付とみ

なる」というところに抵触するおそれがあると説明された。市内の外国人住民
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は外国人登録法に基づいて１万９１２４人の登録があり、うち永住者や特別永

住者が７３６２人いるとの報告がなされた。また、市の外国人施策の取り組み

としては、９１年に全庁的に発足した幹事会で「外国人住民施策のガイドライ

ンづくり」が行われており、９４年度内にはまとめをする方向で動いているこ

とが挙げられた。また、外国人住民施策の充実化に向けて現在、学識経験者ら

に市内の外国人住民実態調査を委託しているとの報告がなされた。また、９４

年の地方新時代シンポジウムにおいてドイツの外国人市民代表者会議の事例が

報告されたことを受けて、現在川崎市でもその実現に向けての取り組みが開始

されていることが述べられた。 

 

委員会内では大きな対立もなく、概ね穏当に進行した。しかし委員会提出の意

見は全会一致でなされなければならないのに対し、外国人施策に対する市の取

り組みが未だ進行中であったことから、現時点で市議会が議決を出すことは難

しいと判断され、結局は継続審議となった。 

 

同年９月２７日に、第２回の審議が行われた。この時点では神奈川県下の横浜

市を含む１８市１町の中で、３市１町から意見書の提出が行われていた。政令

指定都市レベルでは前回の京都市、福岡市、北九州市に加え、神奈川県が意見

書を提出していた。９月の委員会では、この問題に対する、国の法改正の意向

について主に話し合われた。このことは以前、指紋押捺拒否者をめぐる対応の

際に、川崎市が国の意向とは逆の取り組みを行ったために、議員らが慎重にな

っていたからであると推測される。９４年の時点では、国での法改正の動きは

見られない状態であった。こうしたことから、議員らの意見は「他自治体の動

向を見て採択すべき」「地方が国を動かす力となることから今議会中の採択を

目指すべき」「他の法令との兼ね合いをもう少し検討すべき」と分かれる結果と

なった。このような意見の分裂から、今委員会においても継続審議となったが、

飯塚正良議員は議員提案いう形で議会への提出を行うことで、なんとか今期中

の採択を図りたいとの意見を述べ、ねばり強く交渉をおこなった。その結果、

この議案は９４年内に全会一致で採択されたのである。 
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７－９：川崎市における、地方公務員の国籍条項撤廃について 

 

川崎市は９６年の職員採用試験から、消防職を除く全職種について、国籍条項

を撤廃した。「当然の法理」でいう「公権力の行使及び公の意思形成に参画する

ポスト」以外の職について任用が可能だとして、該当する職務についてのみ外

国人を任用しない方式を採用した。この方式を採択するために、川崎市は自治

省と交渉を繰り返してきたのだが、交渉をスムースに進めるため、本当は横浜、

神戸、大阪の三市と協力予定であった。しかし、様々な事情からこれは実現さ

れずに終わった。 

 

川崎市では過去に指紋押捺拒否者への対応をめぐって中央政府と対立した経緯

があったため、この問題に関しては中央からの圧力を受けないよう、市の人事

委員会と共に研究を重ねながら慎重に検討を進めたのである。市と人事委員会

はすでに９３年の職員採用試験で一般事務職の受験枠に「経営情報」「国際」

「舞台芸術」を設けて、外国籍の人材登用に取り組んできた。そして、９６年

には「公権力の行使または公の意思形成への参画」に抵触するかどうかを３５

０９職務（対象職員数６３３０人）について分析した。 

 

公権力の行使に関わる職務を「命令、処分などによって市民の意見に関わりな

く権利や事由を制限する職務」と定義し、団体事務、機関委任事務、指定都市

事務などでこの職務と判断されたのは１８２職務（対象職員数１２００人）で

あった。この「命令、処分」に関する職員数は全体の２０％程度であり、採用

後の人事管理も公正妥当な運用は可能であるという見解を示したのである。ま

た、管理職への任用については、スタッフ職の課長級までは公の意思形成に関

わる職にはあたらないとした。高橋市長は９６年５月１３日の市人事委員会に

おいて、「地方公務員の職務は国家公務員と異なり地域に密着した職務が主で

あり、これらの職にあっては、国籍にとらわれる必要性は低いと言えましょう。

川崎市の施政方針である〈共生の街づくり〉を実現するためにも、日本国籍を

有しない人を含め、できるだけ多くの人々に市職員となる道を開くことはきわ

めて意義のあること」であると発言した。９６年の採用試験から国籍条項が撤

廃されたが、７人の外国籍受験者（うち５名が一般事務職を受験）のうち、合

格者は一人もいなかった。(巻末注④参照) 
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川崎のこのような決断に対し、当時の倉田自治大臣は「将来にわたる適切な人

事管理などの点から望ましくない」との談話を発表したが、同年１１月には白

川自治大臣が、「公権力の行使または公の意思形成に参画」については、一律に

その範囲を確定するのは困難であり、各地方自治体の判断による」として、川

崎方式について追認する発言を行ったのである。これによって、今まで揺らぐ

ことのなかった「当然の法理」は大きく変化した。 

 

 

７－１０：調査研究委員会の海外視察 

 

 外国人市民代表者会議の調査研究委員会は、９４，９５年にかけて外国人の

法的地位及び処遇に関する国内の法制度上の問題と外国の事例研究を行った。

９５年には実際に海外視察に出かけた。訪問した海外の都市はドイツ・ヘッセ

ン州のフランクフルト市、同バイエルン州のニュルンベルグ市、オランダのハ

ーグ市、ユトレヒト市、フランスのモン・サン・バロル市、マント・ラ・ジョ

リ市のヴァルーフレ地区、イタリアのトリーノ市であった。ヨーロッパの都市

が中心であったのは、以下のような理由による。 

 

 ヨーロッパの国々は、戦後の経済復興のため、また後には経済成長期の人手

不足解消のため、多数の外国人を労働者として受け入れてきた。労働力不足と

いう経済状況のもとに移民を受け入れた点が日本とよく似ており、また、もと

もと移民によって建国されたアメリカなどとは大きく異なっている点から参考

にしたのである。また、これらヨーロッパ諸国は迫害を受けた難民などにも庇

護の地を提供してきた。１９７０年代の後半から、これらの人々の定住が目立

って進み、今では EU 全体、滞在外国人数は１５００万人（人口の４.５％）を

超えているとみられている。滞在年数は２０年を超える人が多く、家族との合

流も進み、二世が成長して既に労働年齢に達している世帯も少なくない。 

 

 多くの国で、７０年代までは外国人をどのように社会に受け入れるかという

政策はなかった。一時的出稼ぎ者とみなして無視するか、または同化による受

け入れを当然を見なす考え方が強かった。いわゆる帰化を経て、その国の国民
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になるという方式である。フランスのイタリア系やスペイン系の市民、ドイツ

のポーランド系市民などはこのコースをたどってそれぞれの国の国民になって

人々である。しかし、年数を経るに従って、こうした同化政策一辺倒では良く

ないのではないかという声が挙がってきた。ここで２つの転換が行われる。外

国人労働者とその家族は大抵低賃金、低所得、粗末な住宅、子どもの教育につ

いての不案内、などの問題を抱え、社会的地位が目立って低い。彼らの地位を

自国民と同等に引き上げないでいることは、社会的不安定を引き起こすのでは

ないか、ならばしかるべき措置をとるべきだという流れである。 

もう一つは文化、生活様式、アイデンティティの面で、外国人自身に選択の自

由を認めるべきだという流れてある。南ヨーロッパ、北アフリカ、トルコ、中

東、南アジアなど様々な地域出身の人々に、同化を押しつけるのではなく、相

違や独自性を認めていこうというものである。こうして、同化政策から統合政

策への転換が図られていったのである。 

 

 このような統合政策への流れはヨーロッパにおいて一般的であったが、外国

人住民の地域参画の手法については各国間で一様ではなかった。地方参政権を

法律で認めたスウェーデンやオランダのような国がある一方で、フランスやド

イツなどでは外国人の選挙権は認められていない。ドイツでは、ハンブルグ市

（州と同格）とシュレスウィヒ・ホルシュタイン州が１９８９年に外国人選挙

権を認めるという議決を行ったが、これは翌年憲法裁判所で違憲とされ、実現

を見ることがなかった。しかしフランクフルト市を始め、多くの自治体が外国

人代表者会議を設けるなどして、外国人市民の声を政治に反映するよう努めた

のである。 

 

７－１１：調査研究委員会が海外視察で得たもの 

  

調査委員たちは海外視察において、１）外国人市民の実態、２）代表者会議の

設立経緯、３）受け皿となる行政組織、４）代表者会議の委員構成・選出方法、

５）代表者会議の運営方法、６）外国人市民の人権保障などについて特に調査

を進めた。また、これらの調査事項に加え、外国の事例を川崎市の実状に合わ

せて取り入れるべく以下の３つを検討課題として加えた。１）フランクフルト

市の多文化局と外国人市民代表者会議との連携、２）外国人市民のネットワー



 48

ク活動、３）外国人市民支援グループのネットワーク活動である。 

 

 フランクフルトの外国人代表者会議の事務局は、市役所内の多文化局の中に

設置されている。多文化局は外国人市民の問題に係わる総合窓口機能と同時に、

全庁的な調整機能を有していると言われている。そこを日本で言ういわゆる「議

会事務局」として機能させたのである。外国人代表者会議の運営をスムースに

し、且つ、会議で出た意見を市政に反映させていく橋渡し役として有効的に機

能するには、外国人問題全般にわたる行政の受け皿が用意されて初めて機能す

ると言われているだけに、多文化局と外国人市民代表者会議との関係を深く調

査する必要があったのである。次に、外国人市民のネットワーク活動であるが、

川崎市においては９２カ国にわたる外国人市民が暮らしているが、国籍ないし

は人種別の組織を持つのは民団・総連（巻末・注参照）以外にはペルー協会だ

けであった。代表者の選出、情報の収集・提供、意見の集約、施策への共通理

解、などどれを取り上げても外国人市民同士のネットワークは必要不可欠であ

る。こうしたことから、フランクフルト市ではその点がどのように機能してい

るかを調べたのである。また、最後の外国人市民支援グループのネットワーク

活動であるが、日本における外国人市民の生活支援、言語学習支援の活動や相

談活動の多くは市民の草の根ボランティアによって担われている。日常生活に

切り結んでいるために、地域に暮らす人々によって行われる方が効果的である。

細かい気配りや信頼関係は、日常生活を通じて培われるからである。川崎市に

おいても多数の市民ボランティアグループが活動しているが、こうしたグルー

プの活動紹介とグループ相互の情報交換の場、グループ運営の支援、ボランテ

ィアの養成などが行政の役割として求められている。そうしたことを、諸外国

ではどのようにおこなっているのかを調べる必要があったのである。 

 

視察からは、順調な点だけではなく様々な問題点も見えてきた。代表者会議で

の提言が市政に反映されにくいとの批判が出ていたり、代表者が行政のシステ

ムに通じていないことから行政批判に終始しがちであったり、母国の問題を会

議の争点にしたり、果ては民主主義をとらない国からの移民を、こうした会議

にどのように取り込んでいくかなどの問題である。しかし結果として、調査委

員会は視察を通じて主に以下の点を取り入れることとした。まず第一にはフラ

ンクフルト市の多文化局のような、代表者会議の議会事務局兼外国人住民施策
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の総合窓口の設置である。多文化局はドイツ語での正式名称を "Ａｍｔ 

Ｆｕｅｒ Ｍｕｌｔｉｋｕｌｔｕｒｅｌｌｅ Ａｎｇｅｌｅｇｅｎ－ 

ｈｅｉｔｅｎ"といい、８９年に社民党、緑の党の連合市政下で誕生した。初代

の局長は、かつて６８年の学生運動の指導者であった、ダニエル・コーン＝ベ

ンディット氏であり、彼は仏独国籍をもつユダヤ人であった。彼は、市の職員

で地方公務員である他の職員とは違い、給料なしの名誉局長であり、彼以下１

５人の専従職員が働いていた（うち、フランクフルト市外国人市民代表者会議

（略称：ＫＡＶ）の専従職員は３名）。フランクフルト市は６５万人市民の内の

約１９万人が外国籍と、ほぼ３０％が外国人である。こうした中で、多文化局

はＫＡＶのみならず、移民に対する職業訓練教育を行ったり、他宗教信者間の

対話を開いたり、ＥＣ委員会や北米の移民関係団体と共同で様々なプロジェク

トを実施したり、と包括的に、立体的に外国人市民の問題に取り組むべく活動

を続けてきた。 

 

同じくドイツのニュルンベルグ市の外国人代表者会議（"Ａｕｓｌａｎｄｅｒｂ

ｅｉｒａｔ" 以下、ｂｅｉｒａｔ）は、独自の事務局を持っている。三人の正

職員と一人の非常勤職員からなる事務局員体制のもとに各種の委員会を組織し、

機関誌を発行するというかなり独立した事務局体制となっている。また、外国

人市民に関係する問題が全て市議会にかかる前にｂｅｉｒａｔに根回し的に相

談されているのである。川崎市としては、ｂｅｉｒａｔの機関誌発行のアイデ

ィアは取り入れられるが、これほどまでに事務局に独立性を持たせるのは難し

いと判断し、結果としてフランクフルト方式のように市行政内の受け皿となる

部署の中に設置し、代表者会議との緊密な連携のもとに、より総合的な対応を

目指したのである。 

 

その他、オランダでは、外国人の地方参政権が国法により認められている。ま

た、人種差別についても、同法下の第１条に以下のように定められている。す

なわち「オランダに永住する全ての人は平等な状況で等しい扱いを受ける権利

がある。信教、信条、政治的信念、人種、性別、立場による差別は認められな

い。」と。また、平等に関する一般法においても、第１条で「宗教、信条、政治

的信念、人種、性別、国籍、ヘテロセクシュアルであること、ホモセクシュア

ルであること、またはその社会的な立場に関係なくすべての人は平等に扱われ
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る。」と。こうした法律のもと、ハーグ市では、市職員に外国人市民の雇用割り

当てが実施されており、１５％の非オランダ人が就職している現状があった。

しかし、川崎市の調査委員会は日本の現状を鑑みて、定住外国人の地方参政権

付与が実現しても、ニューカマーにはその権利が付与されないことなどから、

将来的に地方参政権が実現した後も外国人市民代表者会議は存続させるべきで

あるとの提言を行っている。 

 

フランスのモン・サン・バロル市では外国人市民の市政参画は準議員制度のも

とに行われていた。定員枠は３名で、９５年度について言えば１月１日以降の

居住者で、満１８歳以上の外国籍（二重国籍も可）保持者で、有権者登録をし

た人に選挙権、被選挙権が与えられる仕組みとなっている。当初、川崎市もこ

の準議員制度を目指したが、地方自治法や公職選挙法に抵触することから、フ

ランクフルト方式の代表者会議を踏襲することとした。また、モン・サン・バ

ロル市では、準議員が不足する住宅の建設などに対して積極的な発言を行った

経緯があったのだが、その際に外国人市民だけの権利として扱うのではなく、

フランス人と共通の課題として取り組んだことが画期的であったという。この

ように、一市民として、市民全体に還元されていくような建設的な意見が出る

ような会議にすることが川崎市としても目標となった。また、参考にした都市

の多くで、代表者となるための要件が「１８才以上であること」と、日本の公

職選挙法で定められる「２０才」と比べ低いことが分かった。この点も、川崎

市の代表者会議を発足させる際の参考とされた。 

 

７－１２：９５年－９６年 モデル会議開催を経て最終答申がでるまで 

 

帰国後、調査委員会は更に１年ほどかけて独自の調査を進めた。例えば、川崎

市内の大規模な民族グループである民団や総連との懇談である。総連との交渉

は国際室の伊藤長和氏が担当したのであるが、その際には以下の点を軸におい

て説得したという。まずは「内政不干渉」を掲げる総連に対して、代表者会議

では委員の母国の問題は扱わず、あくまで地域生活の改善を目的に外国人同士

が話し合う場であること。今まで数々の被差別体験をしてきた外国人住民が市

政に一石を投じる場となりうることを強調した。また、代表者会議は地方参政

権の問題とはまた別であり、その点でも総連の方針とは食い違わないこと、そ
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して、民団から代表者が出るのに総連から出ないのは、川崎市の施策としては

不平等になってしまうことを挙げた。そして、皆が同じテーブルに着くことで

対行政だけでなく、外国人どうしも相互理解が図れることを述べた。 

 

こうした説得に応じ、総連は代表者を出すことに同意したが、次は総連、民団

各団体からの代表者の人数割り当てが一番の争点となった。このような問題や、

他の様々な法令との抵触を避けるべく、調査委員会は依然細かい「詰め」の作

業を行わなくてはならなかった。前述の、代表者の国籍割り当てに関しては、

「臨時委員を置く」という規定を条例案に加えることで、人数のバランスを保

つ仕組みを作ったのである。 

 

こうした作業を経て９５年１２月１０日には「仮称・外国人市民代表者会議 

モデル会議」を開催した。会議開催にあたっては「市政だより」とパンフレッ

トの配布による広報や、市民館での日本語講座受講生、市民団体の紹介などを

行った。このようなきめ細かい PR が可能となったのは、今まで外国人市民意識

実態調査の実施などを通じて協力関係を築いてきた市の日本語教室のボランテ

ィアたちの協力があったからである。結果、１８カ国５４人（国籍別では韓国・

朝鮮が２３人、中国が１４人、アルゼンチンが２人、その他の国籍１５カ国か

ら各１人ずつ）の申し込みがあり、当日は１４カ国４７人の外国人市民の参加

があった。議長は代表者会議の現委員長でもある李仁夏氏が務めた。当日の進

行としては最初に全体会を開き、１５人が発言した。その締めくくりでは高橋

市長が「多文化・多民族が共生できる国になるよう、川崎から全国に提案して

いきたい。いろんな示唆を与えてほしい」と述べた。その後、「福祉」「教育」「街

づくり」の３分科会に分かれ、全員の自己紹介を含めて意見交換が行われた。

このモデル会議の成功に後押しされ、調査研究委員会は遂に９６年４月に市長

に「仮称・川崎市外国人市民代表者会議」の設置の答申を行い、８月には市議

会に条例案を提出したのである。 

 

７－１３：条例化のプロセス 

 

８月に議会に提出された条例案は１０月の議会にかけられることとなり、その

間の２ヶ月で条例の文言を策定する作業が進められた。４月の時点で、市民局
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には代表者会議の議会事務局兼外国人問題の総合窓口となる「人権・共生推進

担当」が設置されており、条例化の作業はこの組織と法制課を中心にすすめら

れた。 

 

条例の文言制定に際しては、調査委員会の答申が、法令との兼ね合いも考えて

作られたものだったのでそこまで大変だったわけではなかった。法制課の当時

の担当主査も「国に「お伺い」を建てることもなければ、国から関与されるこ

ともなく、条例化を進められた」と述べていた。書き方に関しては、条例づく

りのパターンを踏襲し、中でも特にオンブズマン条例の書き方を模倣したそう

である。しかし、議会の反発も大いに予想されたことから、地方自治法や公職

選挙法に抵触しない範囲で、最大限の自由と独立性を付与することに重点が置

かれた。条例化に携わった市民局人権・共生推進担当主査の山田氏は、その時

の法制課の職員に「思いをこめすぎるな。形式を整えてあげて、運用は外国人

市民に任せればよい」と言われたそうである。このため、代表者会議は「市長

の付属機関」とし、この会議で決まったことを年１回市長に提出する、また、

市長はその内容を公表及び議会に報告する義務を負うという規定になったので

ある。 

 

条例化にあたって最も苦心したのは前述の代表委員の国籍比率の設定であっ

た。川崎市の外国人登録者数が２万人程度であったことから、地方自治法第９

１条の議員定数、「１万人以上２万人未満の市町村の議員定数２６人」を準用し

た。その内訳は公募と推薦により、外国人登録者数の上位１０カ国から各国毎

に１名ずつ（計１０名）、および、世界を５つの地域に分けてアジアに２人、そ

の他の地域（南北アメリカ、アフリカ、ヨーロッパ）に各１人を配分、残りの

１０人を１０００人以上の国に比例配分することにした。これは、国連人権委

員会の委員選出方法である、「代表者を文化圏で分けて募集する」というルール

を参考にしたのである。また、代表者の応募条件を「市内に１年以上住む１８

歳以上の外国人」としたのは、ニューカマーの外国人にも多く応募してもらい

たかったことや、諸外国では選挙権が「１８歳以上」の人間に付与されていた

ことに依っている。国内での前例がなかったために、条例の文言は海外や国際

条約を参考にした部分が多いのである。こうして、１３条からなる「川崎市外

国人市民代表者会議条例」が誕生した。（巻末参考資料②） 
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７－１４：消極的な川崎市議会の反応 

 

この条例案は１０月１日の定例議会で「全会一致」で採択されたのだが、全て

の政党が「快く」後押ししたわけではなかった。その経緯を、学生時代より在

日の問題に関わり、９１年選挙で当選した川崎市・民主市民連合（巻末注参照）

の飯塚正良議員に伺ったところ、外国人市民代表者会議の制定に際して議会内

で対立はなく、むしろ「無反応」に近かったという。篠原氏の調査研究委員会

の答申が出た時点で「やるしかない」という消極的なコンセンサスが一応でき

ていたそうだ。しかし、個別に見ていくと、例えば自民党は、９８年に北朝鮮

の拉致問題があったことなどから、一層無反応の様相を呈していた。積極的な

のは公明党であった。共産党は「一国一党原則」を貫いているため、定住外国

人の地方参政権は内政不干渉に反するという立場からやや慎重論であった。社

会党は積極的で、９４年に公明党と共同で、川崎市議会において定住外国人の

地方参政権付与を全会一致で採択する牽引役となったとのことであった。 

 

１０月の定例議会では、外国人市民代表者会議を所管する市民局の局長の説明

に対し、以下の様な質問が議員から提起された。例えば、自民党の小俣議員は

「会議で調査・審議するテーマ」「代表者会議委員の調査審議権限の範囲」「公

務員としての「当然の法理」との抵触について」の質問を行った。これは、自

民党の方針に沿った発言と受け取ることができる。法律に基づく選挙を経て当

選した市議会議員と代表者会議の委員が同等の権限を持つのはおかしいのでは

ないか、という指摘である。しかし、前述の飯塚議員の発言にもあったように、

こうした指摘が来ることを承知の上で条文が練られていたために、特に議論が

紛糾することはなかった。上記の小俣議員の発言に対しては「代表者会議は地

方自治法の規定に基づく執行機関の付属機関として、必要な調査審議を行うも

のであり、同法１００条に象徴される議会の調査権とは自ずから異なり、強制

力を持つものではない。また、市長は代表者会議の提案を尊重する義務を負う

が、提案は拘束力を持つ決議とは異なる。」との回答がなされた。その他、公明

党の小川議員からは「代表者会議での話し合いの結果の市政への反映方法」「代

表委員の選出方法」「会議の運営費」について、社民党の山田議員からは「調査
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審議の対象外となる問題領域について、共産党の宮崎議員からは「代表委員の

守秘義務について」、神奈川市民ネットワーク運動の尾畑議員からは「代表者会

議の提案事項の、市政への反映過程の開示」などについての質問がなされた。

以上、各政党からの質問が出たが、特に目立った対立もなく、代表者会議の条

例案は１０月１日に原案の通りに全会一致で可決された。これによって、川崎

市の外国人市民代表者会議は市長の付属機関としてのオフィシャルな形を得る

こととなったのである。 

 

７－１５：代表委員の選考開始 

 

議会で条例案が可決されたことを受けて、１０月９日には市内の全外国人世帯

に５カ国語による「代表者会議のお知らせ」が郵送された。応募資格は１８歳

以上で、外国人登録法に基づき市内に１年以上住んでいることとされた。同時

に、欠員が生じないよう市内の日本語学習者への PR や国際交流関係の NGO へ協

力依頼がなされた。また、民団・総連・青丘社には団体推薦の依頼が行われた。

公募は２週間後が締め切りとされたが、定員２６名のところ、２５８名の応募

が殺到した。倍率は１２．３倍であった。応募用紙の志望動機欄には様々な意

見が書かれていた。特色としては、ニューカマーの人からは「まず、日本社会

（ないしは川崎市）がどのようなものかを知りたい」あるいは「自分は今とて

も孤立しているので、仲間が欲しい」という意見が多かったのに対し、オール

ドカマーの人は「自分たちの現在直面している問題を解決したい」と書く人が

多かったことである。 

 

締め切りから３日後の１０月２８日には、第１回代表者選考委員会が開催され

た。選考委員は宮島喬・お茶の水女子大学教授、廣川和子・市民館日本語教室

教師、小倉敬子・ＬＥＴ‘Ｓ国際ボランティアのメンバーの３名であった。選

考に際しては男女数均等への配慮、モデル会議応募者への配慮、その他年齢や

在留資格など多様な人の参加が考慮された。選考委員会は計２回開催され、２

回目の１１月５日に代表者が内定した。１３日には代表者が発表され、その内

訳は２１名が公募者、５名が団体推薦者とされた。 

 

７－１６：条例の施行および第１回会議の進行過程 
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１２月１日に条例が施行され、同日に、中原区役所で第一回目の外国人市民代

表者会議が開催される運びとなった。会議では事務局から条例の説明と、会議

運営要綱案の説明が行われ、市長から委嘱状の交付が行われた。代表者および

事務局の紹介が行われた後には委員長、副委員長の選出が行われ、委員長に李

仁夏氏（韓国）・副委員長にマウゴジャータ・ホソノさん（ポーランド）が選ば

れた。そして、会議運営要綱案が審議され、教育部会、地域生活部会、街づく

り部会の３つの部会が設置されることが原案の通りに可決されて１日目が終わ

ったのである。 

 

１週間後の１２月８日には第２日目の会議が生活文化会館で開催された。まず

全体会議で各部会の委員が決定され、その後に３名の臨時委員の選任が行われ

た。その後、各部会で部会長が選出され、話し合いたいテーマが決められた。

教育部会ではいじめ、差別の問題に始まり、文化や習慣の違いの理解、留学生

に対する支援、心の教育などが議題にあがった。地域生活部会では住宅の入居

差別の問題、地方参政権の問題、福祉・医療の問題などがテーマとして取り上

げられた。街づくり部会では日本人と外国人との交流、情報のネットワーク化、

町内会や地域への参加などについて議論が交わされた。また、翌年１月１２日

には部会での話し合いが高津区役所で行われた。 

 

その後、２月に第２回会議が開催され、初年度の会議日程は終了した。条例の

制定が１２月であったことから正味５回しか会議を開催できず、結果報告をま

とめるのが大変であったが、９７年４月２７日（９７年度第１回会議）では、

９６年度の年次報告が審議され、決定された。 

 

７－１７：「内なる国際化」に向けての市の現状 

 

 現在は川崎市の外国人市民代表者会議と外国人市民施策の担当は市民局内の

「人権・男女共同参画室」に移っており、国際室は総務局内に国際交流課とし

て改組された（９６年４月）。内なる国際化に向けた国際室の役割は、外国人市

民代表者会議の設置に伴って幕を閉じたのである。以上、述べてきたように、

川崎市の外国人市民代表者会議は、様々な段階を経て開催されたものである。
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まず第一に、７０年代から８０年代前半までの、在日韓国・朝鮮人の差別撤廃、

人権保障をめざす住民運動やそれを支援する市職員や労働組合の動きがあり、

次に市長や学識経験者が中心になって法的な枠組みを作った「２４項目課題」

から外国人市民代表者会議の設置までの動きがある。今後は、この会議の場を

通じて、外国人市民の市政参加による新たな「内なる国際化」の段階に入って

いくのではないかと思われる。 

 

第３部 理論モデルを用いた、川崎市の政策転換の分析 

 

 このように、川崎市の外国人住民の運動は様々な人のネットワークによって

形成されてきたことが特徴であり、その中で行政との対立から、次第に理解・

協力を得る形で発展していったのである。 

 

３－１：キャンベル「政策転換の理論」による、川崎市の外国人住
民施策の形成過程分類 
 

 川崎市の外国人住民施策の進化と深化を時系列的に追ってきたが、次にこう

した政策転換を理論を用いて分析していく。着目点は２つある。まず一つは、

８２年の難民条約批准までの、いわゆる「運動型」の政策形成と、その後の、

現在に至るまでの「パートナーシップ型」の政策形成の違いである。第二には、

川崎市の組織風土である。川崎市でこのようなイノベーティブな政策が実現可

能であったのは、外国人住民自身の、市への積極的な働きかけがあったからで

あることは前述の通りだが、そうした要望を受け止める市当局の「姿勢」があ

ったことも忘れてはならない。問題があっても取り組みに時間のかかる、俗に

言う「居眠り自治体」と比べて、川崎市の対応は迅速かつ効果的であると言え

る。川崎市がこのようなｒｅｓｐｏｎｓｉｖｅな対応ができるのはなぜなのか、

その点を以下で分析していく。 

 

 ８１年の難民条約批准までの日本における外国人住民政策は基本的に個別

の権利請求の運動の繰り返しであった。川崎市の外国人住民にとっても、市当

局は常に対立する存在であり続けた。いかに当局を説得し、日本人と同様の社
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会保障を勝ち取るかが最大の関心事となるのである。しかし、条約の批准と共

に「内外人平等」の原則が導入されたことで、要求だけしていれば良かった時

代は終わったのである。手に入れた権利をどのように行使して、日本社会で生

きていくのかという、自らのアイデンティティーに関わる新たな問題に外国人

市民は直面していくのである。そこで、７０年代、８０年代、９０年代の川崎

市の外国人住民施策におけるターニングポイントになった出来事を挙げ、それ

ぞれがどのような政策転換の中で生じてきたのかを次に分析していく。 

 

３－２：１９６０－７０年代＝政治型 
 

６０年代から７０年代にかけての川崎市は伊藤・革新市長のもと、それまでの

産業優先の政策から「人間都市・川崎」の実現に全力を挙げて取り組んでいた

時期であった。「すべての市民が人間らしく生きる」という理念を抱えて発足し

た伊藤市政は、市民憲章の発案にも見られるような市長の強いリーダーシップ

のもと、新しい川崎市の誕生を予感させる魅力を備えていた。そして、革新市

長として、今までになかった政策の実現をすることが市政に与えられた課題だ

ったのである。そうした中、国の対応の遅れが顕著であった外国人住民への施

策の充実は、革新市長の直面していた課題に応えうる絶好の政策領域であった。 

 

一方で当時は日本全体に学生運動が広がっていた時期でもあり、「日本社会を

変えなくてはいけない」というエネルギーが広く社会全体に浸透していたと言

えよう。学生運動の持っていたエネルギーと川崎市の外国人施策の推進とは一

見何の関わりもないように見えるが、実はそうではなかった。学生達は当初、

「入管法改正」などの大きなスローガンを掲げて活動していたが、地域社会に

根ざした、いわゆる日常の中にある様々な外国人差別の問題には気づいていな

かったのである。そうした学生達が、日立の就職裁判の活動を通じ、桜本保育

園の創設に関わった社会福祉法人青丘社を知っていくことで、日常生活の中の

差別に気づき、問題解決に向けて取り組んでいくようになる。学生達の中には、

日本人だけではなく、在日韓国・朝鮮人の二世たちも多く存在した。それまで、

通名で通してきた彼らも、自らがより主体的に生きていくために、こうした差

別の解決に携わっていくのである。 
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また、市内在住の外国人たちも、自らの置かれた立場に素朴な疑問の声を挙げ

るようになっていった。「なぜ自分は国民年金がもらえないのか？」「なぜ自分

には児童福祉手当がもらえないのか。ましてや、昔は日本国民であったのに」

などの声である。こうした声や、青丘社の働きかけに応えるべく、７０年代の

川崎市は、国に先駆けて市内在住の外国人への国民年金を支給や、市営住宅入

居に際する国籍条項の撤廃などに取り組んできた。市のこのような措置を引き

出したのが、当時学生であり、後にふれあい館の館長となるペイ・ジュンド氏

や、外国人市民代表者会議の発足を担当した市民局の山田氏、市議会議員の飯

塚氏だったのである。市職労が、後に外国人施策について影響力を持っていく

ようになるのは、伊藤市長が市労働連合会委員長出身だったということもある。

というのも、伊藤市長にとって、市職労は最大の選挙基盤であり、政策アイデ

ィアのリソースだったからである。 

 

このように６０－７０年代は、革新市長の当選や学生運動の盛り上がりなどに

より、それまでスポットライトを浴びることのなかった外国人住民への施策が、

社会の閉塞的状況を改変するエネルギーの高まりによって注目されはじめた時

代であった。外国人住民自身が自らの問題を市に訴え始めると同時に「革新市

政」を目に見える形で実現する意味でも、外国人住民問題への取り組みは重要

視されていたのである。「現状打破」を目指す外国人住民、日本人の若者、革新

市長のエネルギーが、反発する日本人や自民党議員らのエネルギーとぶつかり

合う中で、徐々に問題解決に向けての一歩が踏み出されていったのである。 

 

３－３：１９８０年代＝政治型 
 

８０年代は、日本政府の難民条約批准などとも相まって、外国人住民の問題が

全国レベルで取り上げられるようになっていく時代であった。また、条約批准

による「内外人平等」の原則が国内法の改正をも伴うものであったため、それ

まで外国人には閉ざされていた国民年金の支給や児童手当、住宅金融公庫から

の融資などが開放されることになった。８０年代の川崎市の外国人住民施策は

基本的にはそれまでの「政治型」（異なるアクター間のパワーバランスによる交

渉）の政策転換の中で行われてきたが、一方でこうした要求型の動きが少しず

つ変わっていく時代でもあった。国籍条項の壁がある分野が依然残ってはいた
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が、基本的には日本人と同じような生活が保障されていく中で、「では、自分は

日本社会でどう主体的に生きていくべきか？」というアイデンティティーの問

題に在住外国人が直面していくのである。それは９０年代に入るとより顕著と

なり、それまでの要求型から参加型、すなわち、「川崎市民として日本人と共に

暮らしていくためにどうすればよいか」という動きへと変化していくのである。

８０年代の川崎市でのエポックメイキングな出来事は、指紋押捺拒否者の問題、

在日外国人教育基本方針の策定、及び、ふれあい館の建設の３点であろう。 

 

８０年代半ばの指紋押捺拒否者への対応は、外国人登録の手続きに関わってき

た市職員を中心に、外国人登録法のあり方そのものに対する疑念を提起するき

っかけとなった。市職員は市職労を通じて、この問題に全庁的に取り組むよう

になっていく。市職労は民団、青丘社と共に警察に対する抗議デモを行った。

また、市長の「押捺拒否者を告発せず」との発言も、こうした動きを後押しす

る結果となった。この発言は前述の通り、議会内で大きな波紋を呼んだ。市長

の判断に肯定的だった政党も少しはあったが、概ね反対している政党ばかりで

あった。こうした逆境の中にあっても、市長は自らの発言を撤回することなく、

「人間都市・川崎」という政治的信条を貫き通した。この当時、国は伊藤市長

を逮捕する意向であり、その回避には多くの苦労が伴ったと高橋・現市長は編

著「川崎の挑戦」で述べている。そして、こうした動きが全国に波及したこと

で、段階的に法改正が行われ、９３年１月８日の改正によりようやく永住外国

人には押捺義務が廃止されるのである。指紋押捺拒否者を告発しないという自

治体や市民団体の取り組みの積み重ねが、最終的には法律の改正を引き起こし

たという点でこの政策転換は「政治型」であったと言えよう。 

 

指紋押捺の問題が契機となり、市内の在住外国人への認識が全庁的に深まって

いった。９０年代に入るまでは、市役所内において、外国人問題に対応する部

局は大きく分けて２つあった。一つが民族教育問題に携わる教育委員会で、も

う一つがふれあい館の建設に関わった市長部局以下の市民局および民政局であ

る。教育委員会の系譜では、この問題に携わった第一人者が岩淵教育長（市労

組委員長）である。彼は学校現場で差別が黙認されていた状況を打開すべく、

多数の反対を説得して外国人の教育方針を打ち立てた。次の星野修美氏が教育

委員会にいた際に「ふれあい館」が建設され、その時に星野氏の下にいたのが
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伊藤長和氏だったというわけだ。伊藤氏は市民局国際室に来てからも、教育委

員会時の人脈があったおかげで外国人住民施策形成に際して他部局との連携・

合意形成が比較的容易であったとヒアリングの際に述べていた。 

 

市民局の系譜では、山田貴夫氏がいた。山田氏は７２年に川崎市に入所し、当

初は区役所勤務で外国人登録などを行っていた。また一方で、プライベートで

は民闘連の活動に参加して日立就職裁判の支援に携わっていた。その後市民局

勤労市民室に勤務していた際には、市職労組サイドから指紋押捺抗議デモなど

に参加した。この当時の市職労組の委員長が、後に教育委員長となる岩淵氏で

あったため、岩淵氏が教育委員長となった際には在日韓国・朝鮮人教育の基本

方針の策定で協力することになった。また、その過程で後に市民局国際室初代

主幹の伊藤長和氏と知り合うこととなるのである。 

 

在日韓国・朝鮮人教育基本方針の策定は前述の通り、困難を極めた。自らの子

弟が学校で名前や出自についてからかわれ、いじめられる中で自尊心を失い、

荒れていくのを目の当たりにした親たちの訴えを「教育現場で差別はあっては

ならないはずだ」の一点張りで認めない市当局とのやりとりは 年間で 数回

にも及んだ。しかし、岩淵教育長時代にやっと当局が差別の現状を認め、教育

基本方針の策定に取り組み出すのである。これは、親たちの要求が長年の交渉

を経てようやく実現されたという点から「政治型」の政策転換であると言える。 

 

在日韓国・朝鮮人教育基本方針の策定と並行して、ふれあい館の建設計画が持

ち上がったが、こちらも立案当初は前途多難であった。町内会や自治会などの

地元住民からの根強い反発を何度も受けたが、長期に渡る説得により、状況を

前進させていったのである。ふれあい館の建設もまた、行政と外国人住民、地

元市民との力の拮抗の中から交渉を通じて次第にコンセンサスが生まれてきた

という点で「政治型」の政策転換であったと言える。 

 

３－４：１９９０年代＝認知型 
 

９０年代の特徴は、８０年代までの個別交渉の段階を経て、市がより総合的な

対応に取り組み始めたことであろう。それまでの交渉の過程で市当局と外国人
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住民の間に人的ネットワークが形成されていたことから、両者の関係は対立型

から協調型へと変化を遂げつつあったのである。８９年の選挙で高橋新市政が

発足するが、選挙公約であった「前市長の方針の踏襲」が行われ、また外国人

住民施策の推進に対する市職員のコンセンサスも形成されつつあったことから、

外国人住民との交渉に費やされるエネルギーが以前と比べ低減した。９０年代

の特徴的な施策としては、行政組織内における「内なる国際化」専門窓口の発

足、公務員受験資格における国籍条項の撤廃（任用については制限付き）、定住

外国人の地方参政権獲得に向けての議会決議、おおひん地区街づくりプラン、

外国人市民代表者会議の発足などが挙げられるであろう。 

 

市民局国際室の誕生は、８８年に民闘連の要望書を受けた市が翌年に「２４項

目の検討課題」を発表したことに起因している。それまでの様々な個別の取り

組みを総合化する必要性を市側も感じ取っていたのである。国際室は９２年２

月に幹事会に代わる全庁的な組織として、関係課長で構成する「川崎市外国人

市民施策連絡調整会議」を設置し、外国人住民の総合的施策の研究に着手した。

また、同年１２月には２つの調査研究委員会を設置した。これは「外国人市民

政策のガイドライン」を策定するためのものであり、両委員会とも大学の研究

者と関係部局の職員が協同で調査研究を行ったものである。 

 

国際室は９６年に人権・共生推進担当に改組され、外国人市民代表者会議と外

国人市民施策を総合的に所管する部署となった。また、９９年４月には新たに

人権・男女共同参画室となり、人権施策を統合する「室」として格上げされる

こととなる。このように、９０年代に入ってからは行政が外国人住民施策の統

合化のための部署を設置し、独自に外国人住民の生活実態調査を始めるといっ

た動きが見られるようになるのである。 

 

公務員受験資格の国籍条項の撤廃（任用については一部制限付き）は後に「川

崎方式」と呼ばれ全国の自治体に伝播し、最後には国の方針までを変える結果

を生み出した。８５年の指紋押捺拒否者への対応では、市長の発言が議会で猛

反発を引き起こしたが、その後の法改正で永住者の押捺義務は廃止されたとい

う経緯があった。そうした中で、外国人住民施策に対する議会の認識は徐々に

高まっていったのである。また、定住外国人への地方参政権の付与にあたって
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は、学生時代に日立の就職裁判を支援してきた飯塚正良議員が市民委員会での

話し合いをリードするなど、推進役となっていた。 

 

また、おおひん地区の街づくりであるが、これは｢古い商店街の再開発｣という

目的のもとに、日本人と外国人市民が共同で行った取り組みを市が後押しする

形をとっている。ふれあい館建設の際には相当の反発をした地元町内会の一人

は、ふれあい館のオープン後、「なんであんなに反発をしていたのか分からな

い」との感想をもらしたそうである。こうしたことからも、日本人住民側の意

識の変化がみてとれる。 

 

外国人市民代表者会議の創設は、過去２０年来の川崎市の外国人住民施策の集

大成であったと言っても過言ではない。行政は、学識経験者による市内の外国

人住民の意識実態調査に取り組む中で、以前から市政への参画を希望してきた

外国人住民に対して何らかの施策を講じなければならない状況に直面していた。

一方で、議会では定住外国人への地方参政権付与の問題が取り上げられるよう

になっていた。こうした流れの中で、川崎独自の、国の法令に抵触しないよう

な形での外国人住民の市政参画の方法が模索されていたのである。 

 

この問題への「解決策」は、９４年の地方新時代シンポジウムによって突如も

たらされた。第三分科会において、フランクフルト市の外国人市民代表者会議

の取り組みが紹介されたのである。このシンポジウムには市長、助役、外国人

住民施策の担当職員、外国人住民らが参加していたが、この事例紹介によって

彼ら全員の目指していたものが形をとって急速に現実味をおびていった。その

後はわずか２年で調査研究委員会が設置され、外国人住民が主体となって自ら

施策形成に関わることのできる外国人市民代表者会議が発足したのである。今

まで交渉だけで２年以上を要してきたことと比べると、いかに行政側の意欲が

高まってきたかが分かる。 

 

このように９０年代は、施策の実現に向けての交渉や対立などに費やされるエ

ネルギーが以前と比べ大幅に減ったことが特徴的である。政策形成者らはたと

え意見対立が生じても議論を通じて解決できるだけの信頼関係や、施策の重要

性に対する共通認識を持っているのである。そうしたことから、９０年代の政
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策転換は認知的であったと言える。 

 

３－５：キャンベルの「専門アリーナ」、およびヘクロの「イッシュ
ーネットワーク」の理論を用いた分析 
 

川崎市における外国人住民施策は主に専門アリーナの中で形成されてきた。主

なアクターは外国人住民および団体、市職員、学識経験者、市長、議会、日本

人住民（支援者および反対派）である。一部、日本政府の難民条約の批准など

全くの外的要因が施策の実現を促進した面もあったが、川崎市の実情に即した

政策形成は主に上記のアクター間の交渉を通じて行われてきた。以下、このア

リーナの参加者について説明を行う。 

 

まず、政策受益者である外国人住民たちである。７０年代以来、青丘社は既存

の民族団体とは違って、在日を日本社会の一住民と見なし、様々な権利の獲得

運動を行ってきた。そうした中で、在日の問題に関心を持つようになった市職

員や市議会議員が誕生していくのである。また、市長も重要なアクターであっ

た。伊藤市長は都市憲章条例案を始め、「指紋押捺拒否者を告発せず」といった

ような、当時の世間の流れからは一線を画す市政を担ってきた。また、押捺拒

否者への対応は徐々に他の自治体にも伝播し、国際的な人権擁護の流れとも相

まってついには法改正にまで至ったのである。 

 

この論文を作成するにあたって数名の市職員にヒアリングを行ったが、彼らか

ら共通して受けた印象は、「学識経験者、外国人住民など様々な立場の人間とゆ

るやかな人的ネットワークを持ち、政策の実施に必要な多くの情報を日頃から

ストックしていた」ということである。例えば、９２年から９３年にかけて市

内の在住外国人に対して 2 種類の意識調査、生活実態調査を行った際にも、単

に自治体内部の人的リソースのみで調査を進めたわけではなく、広く外国人住

民、学識経験者、ボランティア関係者を動員して進めたのである。必要に応じ

て、その分野に明るい人材を様々な分野から集め、活用できるだけのパワーを、

個々の職員が持っていたのである。 

 

また、一人の職員に、なぜ川崎市ではこのように行政組織の内外を問わない柔
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軟な人材活用が可能であると思うかを訪ねたところ、それは川崎市の形成過程

そのものにも起因しているとの答えが返ってきた。つまり、戦中、戦後の産業

発展に伴って急速に成長した自治体であることから、地方の市町村に見られる

ような「地元の名士」ないしは「陰の実力者」のような実力者が、川崎にはあ

まりいなかったのである。そのことから、市役所組織においても、比較的のび

のびと、「新しいものは何でも取り入れてみよう」という進取の精神があるので

はないか、というのがその人の考察であった。 

 

次に、学識経験者の関与についても述べていきたい。多くの自治体において、

スムースな市政運営のために首長が学識経験者を政策決定に関与させるケース

が見られる。このようなブレーン政治の典型例は鈴木都知事下の東京都であっ

た。東京都のような大規模な自治体の経営は極めて困難であることから、鈴木

都知事は経済専門家の稲葉秀三や建築家の丹下健三ら１０数名を東京都顧問と

して正式発令した。そして、彼らを核として三期で７０余の懇談会を作り、諮

問、答申を繰り返しながら政策形成を行う多数ブレーン方式を採用した。どち

らの知事も、職員を加えた形での諮問は行っていない。 

 

川崎市は外国人住民施策を実施する際に、事前に様々な調査研究委員会を設置

し、準備に臨んだ。これは、鈴木元都知事下における諮問委員会のような形に

も見えるが、実際はそうではなかった。東大名誉教授の篠原一氏は、川崎市の

数々の政策形成に携わっては来たが、川崎市の場合は政策ブレーンと市長の二

人三脚型ではなく、そこに職員も加えた形での政策形成パターンが多く見られ

るのである。 

 

篠原教授の教え子であった坪井善明・早大教授は、川崎市地方自治研修センタ

ー発足の旗振り役となった。７０年代後半から８０年代にかけて、主に都道府

県レベルの自治体が、独自の職員研修・スキルアップのための研修所をもつよ

うになった。川崎市は政令指定都市としては全国に先駆けて、こうした研修セ

ンターを設けたのである。運営メンバーは主に市職労の人々であった。 

 

この研修センターの事業で職員のレベルアップに極めて大きな影響を与えたと

思われるものの一つが、８０年代半ばに始まった職員の海外派遣研修である。
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職員に１カ月、希望する外国で、自分の興味のある政策分野についての勉強を

させるというプログラムであり、事前研修・事後報告書提出も含めるとトータ

ルで１年となる大がかりな研修制度である。９９年１１月現在までにのべ１５

０人以上が参加している。その成果は職員向けの会報に載せられるだけでなく、

帰国後にその職員主導のもと、川崎市の施策として実現されていくことが多い。

後に、外国人市民代表者会議の担当主査となる山田氏も、この研修生度でスウ

ェーデンに行き、現地での外国人住民施策について調査・研究を行ってきてい

る。 

 

このように、川崎市の場合は、市の職員全体のレベルアップを図るようなシス

テムが内在し、そうした研修を経てきた職員が、学者などの外部のブレーンと

同等の知識をもって議論を積み重ねていく中で、様々な施策立案を実現してき

たのである。その意味で、川崎は、鈴木都知事時代の東京都のような、ブレー

ンと首長のみの諮問会議を経てトップダウンで指示が出されるような展開には

ならなかったのである。 

 

以上、川崎市の政策形成における学識経験者の関わり方について説明してきた

が、次に、川崎市の政策キーマンとして外国人市民代表者会議のみに限らず、

情報公開条例やオンブズマン条例、子ども権利条例など、川崎市の数々の先駆

的条例制定に関わってきた篠原・東京大学名誉教授についてここで触れておき

たい。氏は、鈴木都政に見られたような、首長との一体型のブレーンではなか

ったことは前述の通りだが、その他にも教授が川崎市政に果たした「間接的な」

役割があるとヒアリングの際、一人の職員が述べていたのである。篠原氏は東

京大学法学部の名誉教授であり、中央官僚の多くにとっては「恩師」的存在に

当たる。憲法学者であり、地方分権推進の旗振り役でもある篠原氏が、法律に

抵触しない範囲で自治体の裁量を最大限に活かして作った条例案については、

たとえ中央官僚といえどもそうそう簡単に反対できないのである。そして、中

央官僚にも反対できないほど綿密に練られた条例案であるがゆえに、市議会で

も真っ向からの反対意見が出にくいのである。ヒアリングを行った川崎市の飯

塚市議も述べていたように、外国人市民代表者会議調査研究委員会の最終答申

が出された時点で、議員たちの間には「（代表者会議は）やるもの」としてコン

センサスが出来上がっていたのである。 
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３－６：キャンベルの「政策推進機能」を用いた分析 
 

キャンベルはまた、自著の中で、政策転換における政策推進役の重要性につい

て述べている。政策に関する具体的なアイディアやエネルギーは、全て、政策

決定に何らかの形で関わりを持つ「人間」が持っているのであり、この人間的

要素を除いては、政策転換の理論は非常に抽象的なものとなってしまう。政策

転換がスムースに図られるためには、推進役の活躍が不可欠となるのである。

また、推進役の活動を追っていくことで、政策転換が単なる無機的、事務的プ

ロセスの中だけで突発的に生じたものではないことが分かる。それはむしろ、

様々な社会状況の変化を受けながらも、施策の実現をねばり強く求めてきた、

多種多様な人々のネットワーキングの産物であることが分かるのである。 

 

政治型の政策転換は、その過程において、フェース・トゥー・フェースの人的

ネットワーク形成を生む。意見の異なる相手を説得するためには、直接対話・

交渉の場を持たざるを得ないからである。そして、最初は相容れないと思って

いた相手との間に、徐々に信頼関係が築かれていくことになる。７０年代後半

から８０年代にかけて、外国人住民と市当局は様々な差別の撤廃に向けて、交

渉・対立を繰り返してきた。その過程の中で徐々に信頼関係ができ、人的ネッ

トワークが形成されていったために、８０年代、９０年代を通じて、川崎市は

外国人住民施策を他自治体に先駆けて実施してこられたのである。 

 

また、７０年代は、学生運動などを経て、後に川崎市の外国人施策の推進役と

なっていく人物が育っていった時期でもあった。市職員を経て市議会議員にな

った飯塚正良氏は７０年に慶応大学に入学し、ベ平連での活動に参加したが、

７０年に安保自動延長で敗北した。同年９月、当時高校３年生だった朴碩石氏

と出会い、日立の就職裁判を知ることになる。そして、１２月より裁判支援を

始め、朴氏の弁護士を探す過程で在日大韓教会と出会うのである。大学２年に

なった飯塚氏はその後７２年に川崎市桜本に移住し、翌年より日本人・在日の

児童生徒を対象に塾の運営を始める。７４年に日立就職裁判で勝利し、翌年に

は川崎市清掃局に入所するのである。８０年代になってからは、主にふれあい

館のたち上げに携わっていた。そして、９１年に市議会議員に当選するとおお
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ひん地区の開発に取り組むのである。このように７０年代は、日立就職裁判を

支援した民闘連や、青丘社を活動母体としていった若者たちが、その過程で様々

な問題意識に目覚め、行動を起こしていったのである。そして、後に市職員や

市議会議員などの様々な立場から在住外国人の問題に関わる結果を生みだした

のである。 

 

山田氏や飯塚氏以外にも、川崎市においては、外国人住民施策を担う職員は以

前から何らかの形で外国人住民と接点を持っている人が就くケースが多い。例

えば現在、市職員の研修を行っている社団法人川崎市地方自治研修センター顧

問の岩淵氏は元教育長であり、８０年代に在日の子どもが学校で差別を受けて

いる現状を当局側として初めて認知した人物である。外国人教育方針の制定に

関わった教育委員会の同和・人権推進担当の星野修美氏は、その後もふれあい

館の建設で、反対する町内会を説得した中心人物であった。市民局国際室の初

代参事であった伊藤長和氏は、その前の職場であった教育委員会で星野氏と同

じく外国人の人権教育に携わっていた。また、９６年、市民局内に人権・共生

推進担当が発足した際の主査であった山田貴夫氏は、学生時代からのベ平連、

民闘連を通じての活動に加え、川崎市入所後は、田島区役所（在日韓国・朝鮮

人住民が多く住む地域）及び市民局勤労市民室で指紋押捺問題を始めとする在

日外国人の人権権問題全般に関わっていた。これらのことからも、外国人住民

政策担当者の多くは、以前から外国人住民問題に関わってきた人が就くことが

多いのである。 

 

９１年に市民局国際室が発足し、後に「内なる国際化」を重視する方針から９

６年に共生人権推進担当が発足した際、そこに山田氏が配属になったのは伊藤

氏の市長への進言があったことが影響していると思われる。一般論として「運

動体に関わった人間は使いづらい」という認識が人事サイドにはあったそうだ

が、伊藤氏が「外国人住民と長期に渡り、厚い信頼関係を築いてきた人間をリ

ーダーに据えなければ代表者会議はうまくいかない」と強めにプッシュしたそ

うである。９１年の国際室発足当時、山田氏は市民局勤労市民室に勤務してい

た。勤労市民室は国際室と部屋が隣り合わせだったこともあり、国際室での話

し合いに個人的に度々参加していたという。そして、国際室が外国人住民施策

を検討する際のブレーン選びに困っていたところ伊藤係長から山田氏へ連絡が
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あり、山田氏は関東圏で外国人問題に取り組んでいた江橋・法政大教授、宮島・

お茶の水大教授などを伊藤氏に紹介したのである。 

 

また、山田氏が人権・共生推進担当に在職していた９６年から９８年にかけて

は、会議経過のホームページへのアップが異動後の９８年４月以降よりも頻繁

に行われていた。また、ホームページ自体も９７年度までのものは写真が入っ

ているなど見やすいレイアウトが工夫されている。議会の常任委員会である市

民委員会への、外国人市民代表者会議・正副委員長の参考人招致も、山田氏が

異動となった９８年度以降行われていない。現在の人権・男女共同参画室には、

長年に渡って外国人住民施策に携わってきた職員がおらず、加えて山田氏のよ

うな政策推進者が不在となったことで、上記のような事態が発生しているので

はないかと推測される。 

 

また、キャンベルは政策推進役は主に行政機構の中に見いだせると述べている

が、川崎市の場合は、革新市長・および政策受益者である外国人住民たちのリ

ーダーの影響力も見逃せない。例えば伊藤市長は都市憲章条例案を始め、指紋

押捺拒否者を告発しないといったような、当時の世間の流れからは一線を画す

市政を担ってきた。現在、地方分権化が進む中で都市憲章は自治体憲章づくり

のモデルとして再び注目を集めだしている。また、押捺拒否者への対応は徐々

に他の自治体にも伝播し、国際的な人権擁護の流れとも相まってついには法改

正にまで至ったのである。また、既存の民族団体とは異なり、在日を日本社会

における一生活者ととらえ直し、様々な権利の獲得運動を展開してきた青丘社

の活動も政策推進役と言えるであろう。実際、青丘社は７０年代以降、児童手

当の支給、ふれあい館の建設、おおひん地区コリアタウン構想、韓国・富川市

との姉妹都市交流、外国人市民代表者会議の運営など、川崎市における外国人

住民施策の全てに一貫して関わってきているのである。 

 

３－７：田尾「ポリシーマネージャーとしての自治体職員」の理論
を用いた分析 
 

田尾雅夫氏は、ポリシーマネージャーマインドを持つ自治体職員の重要性につ

いて述べているが、以下にこれを川崎市職員の人材の有り様に適用して分析し
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ていきたい。 

 

田尾氏の指摘にあるような「政策領域に関する専門知識をもった」自治体職員

の育成に関して、川崎市は独自の取り組みを行っている。革新自治体のシンク

タンクとして設立された社団法人川崎地方自治研究センターで行われている

様々な勉強会や研修が、職員の専門知識の蓄積や内外の人材との交流の場とし

ての機能を果たしているのである。 

 

現在、自治研修センターの常任理事・事務局長である板橋洋一氏にヒアリング

を行った際、氏が述べた言葉がとても印象深かった。彼は「実際、ここ（セン

ター）にどういう人たちが出入りしているのか、そこら辺の全体像って誰もよ

く分かっていないんですよ。」と述べていた。すなわち、それほどまでに多種多

様の人々が、センターで出会い、交流し、情報交換し、ネットワーキングして

いるのである。その雑多な人々の情報ネットワークがあるからこそ、柔軟な施

策形成が可能であると言っても過言ではないであろう。また、このセンターに

は図書館並みの蔵書が所狭しと並べられており、センター利用者の口コミによ

る日常生活に密着した「ソフト」な情報だけでなく、さまざまな学術理論や法

令に関する「ハード」な情報にもすぐリファーできる場となっている。 

 

また市職員が、専門領域に関する知識を深めたり、幅広い人的ネットワークの

形成を図るべく、市内外に「出会い」の場を求めていっているところも注目に

値する。９０年初頭に神奈川県の自治総合研究センターが行ったアファーマテ

ィブアクションについての調査研究に、山田貴夫氏はサブ・リーダーとして 

参加していた。山田氏は研究チームで知り合った人達から、「川崎市で外国人住

民問題を取り扱う際のアドバイス」をいくつか受けたという。まず、①徹底し

た事前調査を行うこと。「居眠り」役所を動かすのは、市民が困窮状態にあるこ

とを具体的・客観的に示す「事実データ」である。 ②大がかりな調査を行うた

めにも、また、アカデミックな権威に弱い役所の体質を利用するためにも、学

識経験者を登用すること。また、世論を見方につけるためにＰＲをし、マスコ

ミを大いに使うこと。③調査研究発表は、市のメインイベント会場で行うこと。

また、報告書もたっぷりと予算をとり、高校社会科の副教材となれるくらいの、

内容・量的厚みのあるものを作ること。これらのアドバイスは、後の川崎市の
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外国人住民施策実現の過程で着実に活かされていくこととなるのである。山田

氏は、その後９２年８月にも県の「神奈川と朝鮮の関係史調査」で渡韓するな

ど、関心のある政策領域の研究に熱心に取り組んでいる。また氏は、自ら「川

崎の国際化を考える会」を発足させ、外国人の人権問題に関する研修会を開い

たり、市の外国人施策関連の行事予定表などをつくって関係者に配布するなど

の活動を行ってきている。 

 

結論 

最後に「なぜ、川崎市は外国人住民施策への取り組みに成功しているのか？」

という問いに対して可能な限りの回答を行いたい。この論文では川崎市におけ

る外国人住民施策の形成過程の分析をおこなってきた。歴史の紹介が長くなっ

てしまったが、それは外国人住民自身が主体となって政策形成過程に参加でき

るようになるまでにそれだけ長い時間を要したことによるためである。こうし

た長い歴史の中で外国人住民は様々な対立を経験し、そのたび毎に交渉を繰り

返しながら市の職員や議員、学識経験者や日本人市民との相互理解を深め、連

携を強めてきた。その結果が川崎市を外国人住民施策の先駆自治体となしえた

のである。 

 

今後、日本社会は一層国際化が進展していくことが考えられる。今年１月１４

日の朝日新聞でも、法務省が入管行政を見直し、外国人労働者の受け入れ枠を

農業やホテル業などに拡大していく方針であることが報じられた。また、今後

の高齢化と少子化の進展から生じる労働力不足を踏まえ、外国人労働者は介護

分野にも投入される可能性が検討されている。こうした中で、全国の各自治体

は外国人に対する住民サービスの充実化を今後一層検討する必要性に直面して

いくものと思われる。川崎市の外国人住民に対する様々な取り組み、中でも、

外国人住民自身が市政に参画できる代表者会議のような施策は、今後全国の自

治体に参考にされていくであろう。ただし、形式だけを取り入れてもうまくい

かないのではないかと思われる。川崎の成功は前述のように、対立を克服する

中で、政策形成に関わったアクター全員が問題に対する認識を深め、自己の意

識変革を行ってきたことに起因しているからである。 
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たとえば外国人住民は、８２年の難民条約の発効による「内外人平等」原則の

導入により、単なる「要求」主体から、「参加」主体としてのアイデンティティ

の確立を求められるようになった。その結果は、外国人市民代表者会議で提案

された住宅条例の「入居に際しては、外国人だけでなく高齢者や障害者に対し

ても差別を行ってはいけない」といった文言からも見てとれる。自らを一市民

としてとらえ、日本人と共生していくためにはどうすれば良いのかということ

を外国人自身が主体的に考えるようになったのである。また、行政側も８０年

代の指紋押捺の問題や外国人教育基本方針の策定、ふれあい館の建設をめぐる

交渉などを経て意識の変革がなされていった。その結果、日本の過去の歴史に

ついての認識を深めると同時に、制度的差別の解消に向けて努力し、それらを

総合的に施策化していく熱意が持たれるようになっていったのである。８０年

代の市と外国人住民との交渉がいずれも３年近くの長きに渡って行われたのに

対し、９０年代以降、特に外国人市民代表者会議の設置は、発案から２年で条

例が制定されるスピード対応となった。このことからも、行政の外国人住民に

対する認識が深まっていったことが見て取れるのではないだろうか。 

 

以上に述べてきたように、川崎市の外国人住民施策の形成過程は同時に行政と

外国人住民の間のイッシューネットワークの形成過程でもあった。また、こう

したイッシューネットワークが形成されてきたのは学生時代から外国人の抱え

る様々な問題を知り、それらの解決を自らのライフワークとしていった市職員

や議員がいたからである。彼らが政策推進役として、イッシューネットワーク

の成熟に寄与してきたことを見逃してはならないと思われる。７０年代から８

０年代にかけて数々の個別交渉を繰り返す中で、行政側と外国人住民との間に

次第に人間関係が形成されていったことが、外国人市民代表者会議のような先

駆的な施策の実現へとつながっていったのである。 

 

川崎市の成功を一言でまとめるとすれば、「イッシューネットワークの成熟が

イノベーティブな政策を生む」ということであろう。キャンベルは、専門アリ

ーナにおける参加者は対立的であると述べているが、同時に、議題の重要性に

ついての共通認識は議論によって生み出すことができるとも述べている。川崎

市では様々な議論や運動を経る中で、当初は対立的であった政策形成関係者（＝

イッシューネットワークの参加者）たちが信頼関係を築きあげていった。その
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結果、全国初の条例設置となった外国人市民代表者会議のようなイノベーティ

ブな政策が誕生したのである。今後、他の自治体が川崎市を参考にするとする

ならば、まずは自らの自治体内部の外国人住民の実態を把握することが望まれ

る。率直に話し合う場を持ち、対立する場面があっても根気良く話し合いを続

けていくべきである。時間をかけて信頼関係を築き上げてこそ、外国人住民が

一市民としての主体性を本当に発揮できるような、魅力的な政策が生まれてい

くからである。 
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＜注記＞ 
 

注①：民族団体について 

 

１９４５年の、韓国の植民地解放時、東京で「在日本朝鮮人連盟（朝連）」が

結成され、在日コリアンの帰国、生活相談などの活動を行った。４９年に「団

体等規制令」により解散させられるも、５５年に「在日本朝鮮人総聯合会（以

下、総連）」を結成した。一方で４６年に「在日本朝鮮居留民団」を結成し、２

年後に名称を「在日本大韓民国居留民団」に変更し、現在に至っている。この

ように同じ民族でありながら２つの団体に分かれていることは、本国の政治情

勢を反映している。各民族団体は、在日一世の「建国・帰国志向」に基づくも

のであった。日本での生活は仮のものであり、祖国の統一を目指し、実現した

際には帰国することを前提としていたため、日本での「地域社会に根ざした生

活者」としての権利獲得に関しては長い間なおざりにされてきた。しかし在日

の中での世代交代が進み、二世が成人していく７０年代に入って、そうした「生

活レベル」での権利保障に対して民族団体が拠り所としての求心力を持たない

ことが明白になるにつれ、団体自身も徐々に活動方針の転換を図っていくよう

になる。在日本大韓民国居留民団は９４年、名称から「居留」をとり、日本社

会に根ざしていくことを表明した。総連は朝鮮民主主義人民共和国、民団は大

韓民国をそれぞれ支持している。 

 

注②：法務省の調査によると、外国人一般に指紋押捺義務を課している国・地

域が日本を除いて２５あるという。しかし、その内アメリカ以外はいずれも自

国民にも押捺義務が課せられているのである。例外であるアメリカは、国籍法

が出生地主義をとっているので、アメリカで生まれた外国人には自動的にアメ

リカ国籍が付与される仕組みになっている。従って、二世への指紋押捺の義務

がないのである。すなわち、日本のように、自国民には押捺義務がなく、指紋
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を採られる外国人はたとえ二世であっても三世であっても永遠にそれが続く国

は世界に存在しないのである。 

 

注③：川崎市外国人教育基本方針について 

 

この教育基本方針は主にオールドカマー対応の視点で書かれていたことから、

９８年４月にニューカマーをも視野に入れた「多文化共生」という視点に基づ

き改訂された。 

 

注④：公務員就労時の国籍条項８割のみ撤廃の「川崎方式」に対する批判 

 

川崎市が、外国人市民の公務員就労に際しての門戸の開放を発表した時、１８

２職務の制限を明言した。しかし、その内容の公表は拒んでいた。その内容の

公表を要請したのは、日立就職裁判の当事者であった朴碩石氏以外には誰もい

なかった。そして、公開を要請した朴氏は市側から拒否されたのである。市は

１年後に、「２０１０プランの推進（第２次中期計画）」を完成させ、市の基本

的な人事政策の中で外国人の任用の問題を位置づけ、初めて外国人の就けない

職務を公にした。このことが、新しく「川崎方式」として世間に認知され、国

籍を理由とした制度的差別を是認する結果を産んだ。 

 

注⑤：地方新時代シンポジウムについて 

 

そもそも、このシンポジウムは、地方分権の流れを踏まえ、全国の市町村にそ

こででてきた報告のいくつかは提言（オンブズマン制度、子ども権利条例など）

となり、川崎市の政策作りに反映されている。 

 

注⑥：定住外国人の地方参政権獲得に向けて 

 

９７年以降、国政では長引く不況への改善策に重点が置かれていく中で、「定

住外国人の地方参政権獲得」が議論されることは少なくなっていった。しかし、

１９９９年に発足した自民・自由・公明連立政権下においては、公明党のリー

ドのもと、また新たにこの問題を検討する気運が高まりつつある。 
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注⑦：川崎市・民主市民連合について 

 

９９年４月発足。旧社会党７人、旧民主党７人、無所属１人。社民党と市民連

合が合体した政党。定住外国人の地方参政権は積極肯定派。） 

＜参考資料＞ 
 

参考資料① 「日本における外国人の在留資格」 

（田中宏「 在日外国人・新版－法の壁、心の溝－」岩波書店 1995 pg.36-38） 

 

Ｉ．一定の活動を行うための在留資格 

 

Ａ：就労が認められる在留資格 

 

（１）上陸許可に係る基準省令の適用を受けないもの 

   １：外交（その活動を行う期間）＝外交官やそれに準ずる人とその家族 

 

   ２：公用（その活動を行う期間）＝外国政府・国際機関・在日外国公館の

公務に就く人とその家族 

 

   ３：教授（３年、１年、６ヶ月）＝大学若しくはそれに準ずる機関の教授、

助教授、助手など 

 

   ４：芸術（３年、１年、６ヶ月）＝作曲家、作詞家、画家、彫刻家、工芸

家、写真家その他収入 

                                   を伴う芸術活動を行う人 

 

   ５：宗教（３年、１年、６ヶ月）＝外国の宗教団体から日本に派遣されて

布教その他の宗教活動を行う人 

 

   ６：報道（３年、１年、６ヶ月）＝外国の報道機関との契約に基づき日本

で取材活動を行うジャーナリスト（フ
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リーランスも含む） 

  

（２）上陸許可に係る基準省令の適用を受けるもの 

    ７：投資・経営（３年、１年、６ヶ月）＝投資・経営を行い、またはその

事業の管理業務に従事しようとする人で、事業規

模についての用件や待遇面、経歴などの点で一定

基準を満たす人 

 

    ８：法律・会計業務（３年、１年、６ヶ月）＝法律・会計関係の職業のう 

ち、弁護士、公認会計士など日本の資格を有する外 

国人 

 

    ９：医療（１年、６ヶ月）＝医療関係の職業のうち、医師、看護婦、歯科

衛生士など日本の法律上の資格を有する外国人で、

待遇などについて一定の要件を満たす人 

 

   １０：研究（１年、６ヶ月）＝国または地方公共団体の機関、特殊法人およ

びこれら以外の機関との契約に基づき試験、調査、

研究などを行う人で、待遇などで一定の要件を満た

す人 

 

   １１：教育（１年、６ヶ月）＝小・中・高、専修学校などにおいて教育活動

に従事しようとする人や、外国語学校において外国

語教育に従事しようとする人手、一定の要件を満た

す人 

 

  １２：技術（１年、６ヶ月）＝理学、工学などいわゆる自然科学分野に属す

る技術や知識を必要とする業務に従事しようとする

外国人で、経歴や待遇面での一定要件を満たす人 

 

  １３：人文知識・国際業務（１年、６ヶ月）＝（１）法律学、経済学などい

わゆる人文科学の分野に属する知識を有する業務に
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従事しようとする外国人で、経歴や待遇面での一定

要件を満たす人 

     

（２）外国人特有の感性を生かして通訳、ファッ

ションデザイナー、ないしは販売業務などに従

事しようとする外国人で経歴と待遇面で一定

の要件を満たす人 

 

１４：企業内転勤（１年、６ヶ月）＝外国にある日本企業の子会社、支店な 

                               どから日本国内の本店などに転勤し、また

は外国にある本店から日本国内の支店に

転勤して、「技術」または「人文知識・国

際業務」に該当する活動を行おうとする外

国人で、経歴と待遇面で一定の要件を満た

す人 

 

１５：興行（１年、３ヶ月）＝（１）興行関係の活動を行おうとする外国人で、 

経歴、待遇面および興行形態についての一定要 

件を満たす人 

 

（２）テレビ番組や映画の製作、モデルの写真

撮影などの芸能活動を行おうとする外国人で

待遇面で一定要件を満たす人 

 

１６：技能（１年、６ヶ月）＝日本の産業上の特殊な分野に属する熟練した 

技能（外国料理の調理など）を要する業務に従

事しようとする外国人で、経歴と待遇面などに 

おいて一定要件を満たす人 

 

Ｂ：就労が認められない在留資格 

 

（１）上陸許可に係る基準省令の適用を受けないもの 
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１７：文化活動（１年、６ヶ月）＝日本国内で収入を得ることなく学術上また 

は芸術上の活動を行おうとする外国人、お

よび日本特有の文化または技能（生け花な

ど）について専門的な研究を行い、または

専門家の個人指導を受けて学ぼうとする人 

 

１８：短期滞在（９０日、または１５日）＝短期間滞在して、観光・親族・友 

人・知人の訪問、コンテストなどへのアマ

チュアとしての参加、業務連絡などの商用、

工場や見本市の見学・視察、講習会や説明

会などへの参加、学術上の調査や研究発表、

宗教的巡礼や参詣、姉妹都市や姉妹学校へ

の親善訪問などの活動をする外国人 

 

（２）上陸許可に係る基準省令の適用を受けるもの 

 

１９：留学（１年、６ヶ月）＝大学などの高等教育機関で教育を受けようとす

る外国人で、学業に支障をきたすことなく生活

費用を得ることができる人、聴講生および研究

生として教育を受けようとする人、並びに専門

学校において教育を受けようとする人 

 

２０）就学（１年、６ヶ月、３ヶ月）＝高等学校において教育を受けようとす

る外国人または各種学校などにおいて日本語そ

の他の教育を受けようとする外国人で生活費用

の支弁能力などについての一定要件を満たす人 

 

２１）研修（１年、６ヶ月、３ヶ月）＝技術、技能または知識の修得をする活

動を行おうとする外国人で、研修実施体制など

についての一定の要件を満たす研修受入先にお

いて、同一の作業の反復のみによって修得でき
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るものではない技術などを修得しようとする人 

 

Ｃ：就労が認められるかどうかは個々の許可内容によるもの 

（上陸許可に係る基準省令の適用を受けない） 

 

２３）特定活動（３年、１年、６ヶ月）＝外交官・領事館などに私的に雇用さ

れる家事使用人として入国しようとする外国人、

ワーキングホリデー制度により入国しようとす

る外国人および企業などに雇用されるアマチュ

アスポーツの選手として活動しようとする外国

人など 

 

II．活動に制限のない在留資格 

 

２４）永住者（無期限）＝法務大臣が永住を認める外国人 

 

２５）日本人の配偶者など（３年、１年、６ヶ月）＝日本人の配偶者、日本人 

の子として出生した者および日本人の特別養子

（民法第８１７条の２の規定による者） 

 

２６）永住者の配偶者など（３年、１年、６ヶ月）＝永住者、戦前から日本に 

居住する朝鮮半島・台湾出身者などの子および配 

偶者 

 

２７）定住者（３年、１年、６ヶ月）＝いわゆる難民条約に該当する難民、 

                       定住インドシナ難民、日系二世、三世などの定住者 

 

２８）特別永住者（無期限）＝日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱 

した者およびその子孫 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
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参考資料② 「川崎市外国人市民代表者会議条例」 

 

（目的及び設置） 

第１条 本誌の地域社会の構成員である外国人市民に自ら係る諸問題を調査

審議する機会を保障することにより、外国人市民の市政参加を推進し、もって

相互に理解しあい、ともに生きる地域社会の形成に寄与することを目的として、

川崎市外国人市民代表者会議（以下「代表者会議」という）を設置する。 

 

（所掌業務） 

第２条 代表者会議には、外国人市民に係る施策その他の外国人市民に関し前

条の目的を達成するために必要と認められる事項について調査審議し、市長に

対し、その結果を報告し、または意見を申し出ることができる。ただし、外国

に関する事項は、調査審議の対象としない。 

 

（市長などの責務） 

第３条 市長その他の執行機関は、代表者会議の運営に関し協力及び援助に努

め、並びに代表者会議から前条に規定する報告又は意見の申出があったときに

は、これを尊重するものとする。 

 

（組織等） 

第４条 代表者会議は、代表者（第３項の規定により委嘱を受けた者をいう。

以下同じ。）２６人以内をもって組織する。 

 

２ 代表者は、次の各号のいずれにも該当する者とする 

（１）年齢満１８年以上であること。 

（２）本市の区域内において外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）の規

定により引き続き１年以上登録していること。 

（３）その他市長が定める事項 

 

３ 代表者は、前項に定める者のうちから市長が委嘱する。 

４ 代表者は、任期を２年とし、１期に限り再任されることができる。 

５ 補欠の代表者の任期は、前任者の残任期間とする。 
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（代表者の責務） 

第５条 代表者は、自らの国籍の属する国の代表としてではなく、本市のすべ

ての外国人市民の代表として、職務を遂行しなければならない。 

 

代表者は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後もま

た、同様とする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第６条 代表者会議に委員長及び副委員長各１人を置き、代表者の互選により

定める。 

 

２ 委員長は、代表者会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に自己があるとき、又は委員長が欠

けたときは、その職務を代理する。 

 

（部会） 

第７条 代表者会議は、必要に応じ部会を置くことができる。 

 

（会議） 

第８条 代表者会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

 

２ 会議は、代表者会議の自主的な運営により、行われるものとする。 

３ 会議は、代表者の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

４ 議事は出席した代表者の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

５ 議長は、会議が終了したときは、会議の経過等をまとめ、市長に提出しな

ければならない。 

 

（会議の開催） 

第９条 会議の開催は、１年に４回とし、１回あたり２日とする。 
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２ 前項の規定にかかわらず、委員長が必要と認めるときは、臨時の会議を開

催することができる。 

 

（資料の提出等） 

第１０条 代表者会議は、その調査審議に必要と認めるときは、関係者に資料

の提出を求め、又は関係者の出席を求め、その説明若しくは意見を聴くことが

できる。 

 

（報告等） 

第１１条 委員長は、毎年、代表者会議の調査審議の結果をまとめ、市長に報

告しなければならない。 

 

２ 市長は、前項の規定による報告を受けたときは、議会に報告するとともに、

これを公表するものとする。 

 

（庶務） 

第１２条 代表者会議の庶務は、市民局において処理する。 

 

（委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、代表者会議の運営について必要な事

項は委員長が代表者会議に諮って定め、その他この条例の施行について必要な

事項は市長が定める。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この条例の施行期日は、市長が定める。 

 

（任期等の特例） 

２ この条例の施行の日以降、最初に委嘱される代表者は、第４条第４項の規

定にかかわらず、任期は平成１０年３月３１日までとし、１期に限り再任され

ることができる。 
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（会議の開催の特例） 

３ 平成８年度の会議の開催については、第９条第１項中「４回」とあるのは

「２回」とする。 

  

 

参考資料③ 「これまでに外国人市民代表者会議で行われた提言とそれらに対

する市の取り組み」（出典：川崎市外国人市民代表者会議ニューズレター ＮＯ.

７ 川崎市市民局人権・共生推進担当 ９９年９月１５日） 

 

９６・９７年度の提言→現在の状況 
 

１）教育委員会に、外国人と日本人の子どもの相互理解を深める教育を、総合

的に推進する体制を整備する。→「川崎市在日外国人教育基本法を改定（９８

年４月）・推進組織の整備拡充（９８年４月）・民族文化講師ふれあい事業の実

施（９７年４月） 

 

２）入居差別を禁止する条項を盛り込んだ「仮称・川崎住宅条例」を制定する。

→「川崎市住宅基本計画」を改定（９９年５月）・住宅基本条例の制定を目指す

（２０００年度中） 

 

３）外国語による広報を充実し、外国人市民向けの情報コーナーを設置する。

→「外国人市民への広報のあり方に関する考え方」を策定（９８年４月）・各区

の区役所、市民館、図書館に「外国人情報コーナー」を設置（９８年６月） 

 

４）出入国管理行政の改善を法務大臣に働きかける。→市長から法務大臣へ要

望書を提出。「出入国管理行政の改善について（要望）」（９８年１０月） 

 

５）国際交流事業推進のため、外国人市民の参画をすすめる。→国際交流協会

の評議員の改選時には、外国人市民を選任する方向で検討中。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
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参考資料④「２４項目の検討課題」 

（８９年１２月「川崎市外国人市民施策推進幹事会」発表） 

 

１）市内に在住する旧植民地出身者に対して、市として特別な見解の発表。 

（旧植民地出身者が何故市内に居住しているのかについて、その歴史的経過や

今日の置かれている現状を踏まえた、市としての何らかの政策的見解を発表す

る） 

 

２）二世、三世の定住外国人市民に対する永住権の保障への働きかけ。 

（日本以外に生活の拠点を持たない二世・三世の生活上の不安を解消するため、 

退去強制の廃止など、永住権の保障を国へ保障する） 

 

３）永住権をもつ外国籍市民の地方参政権取得への働きかけ。 

（外国籍市民も納税の義務を果たし、地域社会を構成し、生活を営んでいるこ

とから、自治体行政に意見を反映させる制度（参政権）の実現を国に要望する） 

 

４）指紋押捺義務および登録証明書の常時携帯義務の廃止への働きかけ 

（指紋押捺義務および登録証明書の常時携帯義務は外国籍市民に精神的、肉体

的負担を強いているので、国に撤廃、改善を要請する） 

 

５）外国籍市民に対する公平な役務の提供の保障と住民基本台帳の作成 

（外国人登録義務および関係業務の簡素化・効率化（各種台帳の整備、登録事

務のシステム化など）を検討し、日本人市民と同等の公平なサービス提供に努

める） 

 

６）市職員への採用職種枠拡大 

（国際化時代に向けて広く人材を求めるという視点から、外国籍市民に対する

採用職種枠の拡大に努める） 

 

７）就職差別解消のための事業所啓発の実施 

（事業主に対して、旧植民地出身者（主として在日韓国・朝鮮人）の就職差別

解消に向けての啓発冊子を発行する） 
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８）各種委員会の委員としての参加 

（外国籍市民も市政運営に意見を反映できるよう委員として参加を促進する） 

 

９）市政モニターへの参加 

（市政モニターは公募であるが、特に外国籍市民にも参加を呼びかける） 

 

１０）市民意識実態調査への参加 

（市民意識実態調査対象者として日本人市民と外国人市民を同等の扱いにす

る） 

 

１１）保険・福祉サービスの外国籍市民への周知 

（周知の際、外国籍市民が利用できる旨、明記する） 

 

１２）外国人学校に対する一般私学なみの補助への働きかけ 

（外国籍市民の民族教育を保障するため外国人学校を一般私学と同等の扱いと

するよう国に働きかける） 

 

１３）外国人学校から大学への受験資格取得への働きかけ 

（外国籍市民の高等教育を受ける権利を保障するよう国に働きかける） 

 

１４）外国籍市民を含めた社会教育事業の拡充 

（国際理解を深めるために、外国籍市民を含めた社会教育の推進に努める） 

 

１５）外国人市民相談窓口の充実 

（外国籍市民の日常生活の相談を充実させる） 

 

１６）外国籍市民のための暮らしのガイドブックの作成 

（外国籍市民の暮らしに必要な行政サービスの案内を行う） 

 

１７）国民年金等無受給者に対する救済措置への働きかけ 

（国民年金等無受給者をなくすため、制度改善を国に要望する） 
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１８）旧軍人に対する年金支給要件である国籍条項の廃止への働きかけ 

（旧植民地出身者も旧日本軍人として同等の扱いがされるよう国へ要望する） 

 

１９）在日韓国・朝鮮人の歴史・文化理解のための啓発冊子の作成 

（川崎市在日外国人教育基本指針を実行する） 

 

２０）本名を名乗るための体制づくり 

（川崎市在日外国人教育基本指針を実行する） 

 

２１）民間住宅の入居差別をなくすための啓発の実施 

（外国籍市民の民間住宅入居差別を解消するため、県、国に対して不動産業会

への指導を養成する） 

 

２２）在日韓国・朝鮮人の多住地域（池上町、戸手４丁目）の住環境の改善へ

の働きかけ（在日韓国・朝鮮人の多住地域の住環境の改善を図る） 

 

２３）民族差別解消に向けての市職員研修の実施 

（市政執行に民族差別がないようにするため、市職員の研修を実施する） 

 

２４）外国籍市民問題の担当の設置 

（外国人市民問題の積極的な解決をめざすため、専門に担当する課を設置する） 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

参考資料⑤ 「外国人市民会議の他の自治体への伝播状況」 

 

川崎市の取り組みは、少しずつではあるが、他の自治体へと伝播している。以

下、簡単にその状況を説明する。 

 

＜会議のメンバーが主に外国人によって構成されているもの＞ 
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１）東京都外国人都民会議（９７年１１月２６日第１回会議） 

 

要綱設置。知事の私的諮問機関。２５名で構成。内１２名は指名、１３人が公

募。年４回程度開催。報告の形式は、知事に意見、提案、要望を述べる形。東

京都はこの会議の発足準備の際に川崎市市民局国際室初代主幹の伊藤長和氏を

招いて、取り組みに際して必要なことがらを学んだ。 

 

２）広島市「外国人市民との懇談会」（９７年１２月第１回会議開催） 

 

要綱設置。代表者１２人。内、外国人９名、日本人３名。開催は９７年度中に

３回。 

 

３）静岡市  

 

９７年に「在住外国人意見交換会」「民間国際交流団体意見交換会」および

「県・市等関係機関連絡会議」の３つのグループの代表者による静岡市国際化

推進基本計画策定懇話会を設置。（委員１５名中、外国人は５名）。「在住外国人

意見交換会」は１８名で構成され、９７年７月と１２月に開催。９８年度も１

回開催予定。９８年度中に静岡市国際化推進基本計画を策定。 

 

４）京都市外国籍市民施策懇話会（９８年１０月７日第１回会議） 

 

要綱設置。１２人で構成、内７名は公募の外国籍委員で、残りの５名は市長が

適当と認めた学識経験者など（ジャーナリストや医師も含む）の日本人委員。

提言は年に１回、市長に対して行われる。     

 

５）外国籍県民かながわ会議（９８年１１月２１日第１回会議） 

 

要綱設置。２０人で構成、全員が公募による。年に４回開催され、NGO かなが

わ国際協力会議と合同で会議を進める。NGO 会議は国際協力・交流に長年携わっ

てきた１０名の委員で構成されている。（全員日本人）報告は、２年間の任期中

の協議をまとめて知事に報告・提言する。 
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＊これら以外にも、大阪府箕面市が現在、設置に向けて取り組みを進めている。 

 

＜会議のメンバーが主に日本人・外国人の学識経験者によって構成されている

もの＞ 

 

１）かながわ国際政策推進懇話会（９１年１０月第１回会議開催） 

 

要綱設置。知事の私的諮問機関。委員１６名により構成され、内、学識経験者

が５名、関係団体から５名、外国籍県民が４名、市町村職員２名となっている。

全員が選考により選ばれ、任期は２年。年に２回程度開催され、意見報告は「か

ながわ国際政策推進プラン」に反映される。行政の受け皿は国際政策推進会議

（部長級）が基本となり、実質的な検討はこの下に設置した幹事会（課長級）

が実施する。 

 

２）大阪府在日外国人問題有識者会議（９２年１０月第１回会議開催） 

 

要綱設置。部長の私的諮問機関。委員１０名により構成され、内、学識経験者

が３名、外国籍有識者が６名、行政職員が１名となっている。全員が選考で選

ばれ、任期は２年。年に３回程度開催され、意見は「大阪府在日外国人問題有

識者会議庁内連絡会議」に報告され、施策に反映される。行政の受け皿として

は、外国人問題庁内連絡会議（課長代理級）で方向性を検討し、その結果を踏

まえ、具体的対応が担当課でなされている。 

 

３）大阪市外国籍住民施策有識者会議（９４年１１月第１回会議開催） 

 

要綱設置。市長の私的諮問機関。委員１４名により構成され、内、学識経験者

が７名、外国籍有識者が７名となっている。全員が選考で選ばれ、任期は２年。

月に１回程度開かれ、意見は「外国籍住民施策の基本的な指針」に反映される。

行政の受け皿は庁内連絡会議（課長級）である。 

 

４）神戸市在住外国人問題懇話会（９４年１２月第１回会議開催） 
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要綱などでは特に定められていない。委員１０名により構成され、内、学識経

験者３名、関係団体６名、行政職員１名となっている。選考過程は団体推薦と

一般選考となっている。任期は１年で、９４年から９５年の１年間で５回開催

され、９５年１２月に終了している。意見は、懇話会報告としてまとめられ、

マスタープランへの反映を通じて施策化される方式をとっている。行政の受け

皿としては庁内連絡会（課長級）での対応が基本となり、この下にワーキング

グループ（係長級）を設置し、細部を検討している。 

 

５）兵庫県地域国際化懇話会（毎年設置） 

 

要綱設置。６団体の委員により構成され、選考過程は団体推薦。団体は華僑総

会、民団、総連、関西国際委員会、インド商業会議所、外国人学校協議会から

成る。年に１回開催され、報告は地域国際化基本指針に反映される。行政の受

け皿は国際政策推進会議（部長級）が基本で、実質的な検討はこの下に設置し

た幹事会（課長級）が実施している。 
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山田さんのお陰で様々な方とのつながりができました。有り難うございました。 
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 飯塚正良さんからは７０年代の学生時代の様子や、議員になられてからのお

おひん地区の再開発にかける情熱、議会内での外国人住民施策に対する反応な

どについて、議事録からは読みとれない雰囲気のようなものを多く教えて頂き

ました。有り難うございました。 

 

 伊藤長和さんには、１１月定例議会前という大変お忙しい時期にお話を伺わ

せていただき、更に数々の資料をお借りしました。また、代表者会議の調査研

究委員会でのやりとり、ドイツの事例などについても数多くの情報を頂きまし

た。有り難うございました。 

 

 ペイ重度さん（漢字が出なくて申し訳ありません）には、ふれあい館で５時

間近くに及ぶインタビューをさせて頂きました。ふれあい館の設立に向けての

困難や、運動体から地域社会の担い手として意識を変えていく中で、他の在日

の方たちとの意見の違いに苦しんだことなど、アイデンティティの問題につい

て大変貴重なお話を伺わせて頂きました。論文にお話を全部反映させられず、

本当に申し訳なく思っています。貴重なお話を有り難うございました。 

 

 星野修美さんからは、ふれあい館設立にむけての詳しい経緯を教育委員会サ

イドから詳しく聞かせて頂きました。星野さんが独自に作成された年表は大変

役に立ちました。自治体は、もっとこのような施策の形成過程を明らかにする

ような資料を作って公開し、他自治体との政策交流を行っていくべきだと思い

ます。有り難うございました。 

 

 李仁夏さんには、在日の方の歴史的背景や、多文化共生への大きな流れの転

換についてお話を伺わせて頂きました。代表者会議が今後日本社会にどのよう

な提言を行っていくのか、これからも関心を持って見ていきたいと思います。

有り難うございました。 

 

 最後になりましたが、ともすれば事実の調査のみに傾倒しがちな私に、絶え

ず理論面でのサポートを与えて下さった片岡正昭指導教授には本当に感謝して

います。また、毎週のゼミで、私の進捗報告に様々なコメントをくれたゼミの
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メンバーにも感謝しています。有り難うございました。 


